
[単位：千円]

執行額

事業費 国費 国費

30-2
伊万里港における大型クルーズ船受入に
よる地域活性化のための基盤整備検討調
査

佐賀県 佐賀県伊万里市

伊万里港において県西部地区の体験型観光スポット【温泉・焼物体験・干潟体験等】と連携し、
大型クルーズ船の寄港に向けた受入環境整備を推進するため、民間事業者によるおもてなしや
歓迎イベント施設の設置と合わせて、大型クルーズ船入出港へ向けた航行安全対策及びクルー
ズ船受入に必要な港湾施設整備の検討を行う。

39,000 19,500 19,047

30-3 衣浦港外港地区における物流機能強化
等基盤整備検討調査

愛知県 愛知県碧南市

衣浦港外港地区において、既存石炭火力発電所での混燃や再生可能エネルギー発電所の新
設によって、今後、増加する木材チップの取扱量に対応するため、民間事業者による効率的な
荷役施設や保管施設の整備、荷役作業の共同化と合わせて、公共ふ頭及び臨港道路の整備
検討やふ頭用地の管理運営に係るPPP導入可能性検討を行う。

20,000 10,000 9,947

30-4 高知港における物流機能強化等による地
域活性化のための基盤整備検討調査

高知県 高知県高知市
高知港において、戦略的な対策を含めた港湾機能の再編強化が必要であることから、民間事業
者による荷役機械の導入や保管施設の整備等と合わせて、高知港における貨物取扱量・船舶
交通量の需要推計や施設の配置検討、事業効果などの検討を行う。

50,000 25,000 13,327

30-5 新潟港万代島地区における賑わい創出の
ための基盤整備検討調査

新潟県・新潟市 新潟県新潟市
新潟港万代島地区において、新潟開港150周年を契機に、水辺を活かした賑わいの創出を図る
ため、民間事業者による路線バスの増便や駐車場整備等の取組と合わせて、万代島地区の利
活用調査、浮桟橋等の整備検討及び歩行者動線整備の検討を行う。

10,000 5,000 4,946

30-6 福山駅周辺地域における地域活性化のた
めの基盤整備検討調査

福山市 広島県福山市

福山駅周辺エリアにおいて、官民連携により賑わいを創出し持続可能なまちづくりの実現に向け
て、民間事業者によるリノベーションまちづくりや開発等と連携して、駅周辺の歩行者の回遊性を
高めるため、歩行空間整備検討、福山駅北口広場の整備検討及びPPP/PFI導入可能性検討、
中央公園の整備検討及びPark-PFI導入可能性検討を行う。

49,800 24,900 24,900

30-7 千葉市稲毛駅前周辺における地域活性
化のための基盤整備検討調査

千葉市 千葉県千葉市

JR稲毛駅前周辺において、民間事業者により検討される市街地再開発事業と連携し、また駅前
周辺の大規模倉庫跡地開発の計画に配慮して駅前周辺の公共交通や一般車両、歩行者等の
利便性・安全性の向上等を図るため、駅前広場の実態調査及び駅前広場・道路の整備計画の
検討を行う。

10,000 5,000 4,266

30-8 沼津駅周辺地区のにぎわい創出に向けた
基盤整備検討調査

沼津市 静岡県沼津市

沼津市の「カオ」である沼津駅周辺地区の賑わい創出を図るため、民間事業者による商業施設
等の整備やバス路線の再編、リノベーション事業等と連携して、駅前広場、再開発事業エリア、中
央公園及びこれらを繋ぐ街区内道路の整備計画の検討や概略設計、PPP/PFI導入可能性検討
を行う。

15,000 7,500 7,476

30-9 市民会館跡地エリアを活用した中心市街
地活性化のための基盤整備検討調査

茨木市 大阪府茨木市

茨木市の中心市街地に位置する市民会館跡地エリアにおいて、市民活動・交流の促進、中心市
街地活性化を図るため、市民活動や子育て支援及び飲食物販等の民間事業者による活動と連
携して、市民が日常的に使える憩いや賑わいスペースの機能を持つ地域交流施設及び広場の
一体的な整備に係る基本計画の検討及びPPP/PFI導入可能性検討を行う。

24,000 12,000 11,669

30-10 山形上山IC付近における新たな道の駅整
備検討調査

山形市 山形県山形市

山形上山IC付近（平成30年度に南陽高畠IC～山形上山IC間開通予定）において、IC開通よる交
流人口の拡大が見込まれるため、民間事業者による地場産品販売や観光地等への交通アクセ
スの再構築等の取組と連携して、新たな道の駅整備に係る地域交流施設・駐車場・広場等の整
備検討及びPPP/PFI導入可能性検討を行う。

10,800 5,400 4,406

30-12
広域的なネットワークの飛躍的向上を活か
した相模原IC周辺における小さな拠点の
形成に向けた検討調査

相模原市
神奈川県相模原
市

圏央道相模原ICとリニア中央新幹線が交差する金原地区において、地域の拠点となる「小さな
拠点」の形成に向けて、民間事業者による農産物直売所等の出店やバス路線の再編に合わせ
て、地域交流施設やバスターミナル等の整備計画検討及びPPP/PFI導入可能性検討等を行う。

8,400 4,200 3,348

30-13 杵築ＩＣにおける多機能型交通結節点基
盤整備検討調査

杵築市 大分県杵築市

大分空港道路杵築IC（無料区間）付近において、公共交通サービス、生活・観光サービス等をあ
わせもつ多機能型交通結節点（バス・タクシー待合所等の共通利用施設）の形成に向けて、民
間事業者が行う地場産品販売や路線バス停の新設等と合わせて、地域交流施設・駐車場等の
整備検討を行う。

13,000 6,500 6,118

30-14 大阪外環状線沿道地域における新産業
地創出のための基盤整備検討調査

河内長野市
大阪府河内長野
市

南大阪の主要幹線道路である大阪外環状線（国道170号）沿道に位置する上原・高向地区にお
いて、民間事業者による商業施設や産業系施設の進出に合わせて、新産業地を創出し南大阪
地域経済の活性化を図るため、官民が連携して進めていく土地区画整理事業によるまちづくりに
必要な基盤整備に係る現況調査、基本計画作成及び整備効果の検討を行う。

10,000 5,000 4,752

30-15 金田一近隣公園を活用した観光振興及び
地域活性化のための基盤整備調査

二戸市 岩手県二戸市

岩手県二戸市の金田一温泉地区において、民間事業者による温泉センターの建て替えや新た
な飲食店等集客施設の建設、広域観光商品開発と合わせて、金田一近隣公園の魅力の向上
や利便性の向上を図り地域活性化に資するため、公園施設の整備検討及びPPP/PFI導入可能
性検討を行う。

20,000 10,000 9,882

30-16 官民連携による賑わい創出のための玉川
野毛町公園拡張整備検討調査

世田谷区 東京都世田谷区

世田谷区立玉川野毛町公園拡張事業において、官民連携による賑わい創出を図るため、民間
事業者による普及啓発、体験学習の場や便益施設の整備、住民参加・住民協働による公園管
理・運営体制の構築の取組と連携して、公園整備に係る基本計画策定及び整備・管理運営に
係るPPP/PFI導入可能性検討を実施する。

17,620 8,810 8,810

30-17 鮎壺公園を活用した観光交流及び下土狩
駅周辺の活性化のための基盤整備調査

長泉町
静岡県駿東郡長
泉町

鮎壺公園及び下土狩駅周辺において、富士山が眺望できる鮎壺の滝を活かし、広域的に魅力
ある観光交流及び下土狩駅周辺の活性化を推進するため、民間事業者による交流施設、商業
施設の整備等の取組と合わせて、下土狩駅周辺の広場・道路整備の検討、鮎壺公園の概略設
計、PPP/PFI導入可能性検討等を行う。

17,000 8,500 8,122

30-18
「ビワイチ」促進と連携した県営金亀公園
（(仮称)彦根総合運動公園）整備のための
検討調査

滋賀県 滋賀県彦根市

県営金亀公園（(仮称)彦根総合運動公園）においては、平成36年に開催される国民体育大会
等に向けた再整備を契機に、観光を通じた地域の活性化を図るため、彦根城観光や自転車によ
る周遊観光「ビワイチ」の活動等と連携しながら、民間事業者による収益施設整備と合わせて公
園整備に係る需要調査、施設整備検討及び公園管理運営に係るPPP/PFI導入可能性検討を
行う。

6,000 3,000 2,386

30-19
御前崎港における大型クルーズ客船誘致
による賑わい創出のための基盤整備検討
調査

静岡県 静岡県御前崎市
静岡県中西部の更なる振興・賑わい創出を図るため、御前崎港において、民間事業者による施
設整備やオプショナルツアーの企画等と合わせて、大型クルーズ船入出港へ向けた受入環境整
備のための航行安全対策及び必要な港湾施設整備の検討を行う。

30,000 15,000 15,000

30-20
「（仮称）新盛岡バスセンター」整備による
中心市街地活性化のための基盤整備検
討調査

盛岡市 岩手県盛岡市

盛岡市の中心市街地の東端に位置する旧盛岡バスセンター所在地において、中心市街地活性
化及び周辺の賑わい創出を図るため、民間事業者によるバス運行情報提供施設の更新や収益
事業の展開等の取組と合わせて、新たな盛岡バスセンター及び周辺道路の拡幅に係る需要調
査、概略設計及び整備効果検討等を行う。

11,000 5,500 4,871

30-21 邑南町「道の駅瑞穂」における広域ネット
ワーク拠点整備検討調査

邑南町
島根県邑智郡邑
南町

道の駅瑞穂において、広島都市圏などの町外と町内12地区とのゲートウェイ機能を担う広域ネッ
トワーク拠点整備を図るため、民間事業者の参画による町内観光ツアーの企画や地域交流施設
への出荷農家の育成に合わせて、駐車場・地域交流施設等の需要予測、アクセス道路や施設
配置の検討及び地域交流施設等のPPP/PFIの導入可能性を検討する。

13,470 6,735 6,102

実施計画額

官民連携基盤整備推進調査費　実施案件一覧（平成30年度）

年度-番号 調査名 実施主体 対象地域 概要



[単位：千円]

執行額

事業費 国費 国費

実施計画額

官民連携基盤整備推進調査費　実施案件一覧（平成30年度）

年度-番号 調査名 実施主体 対象地域 概要

30-22 JR塩山駅周辺地区における地域活性化
のための基盤整備検討調査

甲州市 山梨県甲州市

甲州市の中心市街地であるJR塩山駅周辺地区の地域活性化を図るため、民間事業者による駅
前ホテル建設やバス路線の再編・増便、新規観光ツアー・イベント企画に合わせて、観光情報拠
点としての於曽公園の概略設計、PPP/PFI導入可能性検討、アクセス道路の概略設計等を行
う。

10,000 5,000 5,000

30-23 須崎市における高台整備による地域活性
化のための基盤整備検討調査

須崎市 高知県須崎市
須崎市において、高台整備での定住促進や交流人口の増加による地域活性化及び津波防災
拠点の形成を図るため、民間事業者による公共公益的施設整備や建設事業者による宅地整備
と合わせて、用地造成や公園、道路整備に係る概略設計、PPP/PFI導入可能性検討を行う。

12,000 6,000 5,994

30-24 横須賀港久里浜地区における観光振興
等のための基盤整備検討調査

横須賀市
神奈川県横須賀
市

横須賀港久里浜地区の観光振興等のため、民間事業者による船舶のバリアフリー化や大型フェ
リー等による新たな定期航路の開設に向けた取組みと合わせて、大型フェリー等の寄港に必要
な係留施設整備の検討、駐車場の概略設計、事業化に向けた費用対効果分析等を行う。

13,000 6,500 3,051

30-25 御所野遺跡を核とした道の駅整備検討調
査

一戸町
岩手県二戸郡
一戸町

御所野遺跡付近において、観光、交流、特産品販売等の新たな拠点創出を図るため、民間事
業者によるお土産品の販売、バス停留所の整備、広域観光商品開発、観光情報の提供等に合
わせて、道の駅整備に係る地域交流施設、多目的広場、駐車場等の基本計画検討や概略設
計、PPP/PFIの導入可能性検討を行う。

17,000 8,500 8,478

30-26
山中湖村における新たな道の駅整備によ
る観光拠点形成のための基盤整備検討
調査

山中湖村
山梨県南都留郡
山中湖村

山中湖村の基幹産業である観光産業の振興による地域の活性化を図るため、民間事業者
による各種イベントの実施、インバウンドツアー企画、宿泊施設の建設、地域生産物の
直接販売に合わせて、道の駅整備に係る駐車場、情報発信施設、地域交流施設等の需要
調査や概略設計、PPP/PFIの導入可能性検討等を行う。

14,670 7,335 7,020

29-10 岩山南公園を活用した観光振興及び地域
活性化のための基盤整備調査

盛岡市 岩手県盛岡市
民間ノウハウを活用した公民連携事業による岩山南公園の整備にあわせて、動物との触れ合い
による子育て支援事業や障害者自立支援事業等を予定しており、その民間事業者の取組を推
進するため、岩山南公園の基本計画の検討及びPPP/PFI導入可能性検討を行う。

20,800 10,400 10,400

29-29 三浦市公共下水道事業の安定的な経
営維持のための基盤整備検討調査

三浦市 神奈川県三浦市

三浦市において、公共下水道事業の安定的な経営維持を図るため、人口減少による使
用料収入の減少等に対応したコンセッション方式の導入を検討しており、民間事業者
による発電施設（風力発電、排水を利用した小水力発電など）の整備とあわせて、下
水道施設（処理場、ポンプ場、管渠）の改築更新にかかる事業計画を作成する。

35,727 17,863 14,472

※実施計画承認後に調査取りやめとなった１件については除く。前年度に採択し、当該年度に実施した２件を含む。（事故繰越）



３．調査成果

伊万里港における大型クルーズ船受入による地域活性化のための基盤整備検討調査

【H30-2】調査成果報告書の概要
【国費：19,047千円】【実施主体名：佐賀県】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容
①大型クルーズ船入受入のための航行安全対策
・操船シュミレーションによる航行安全対策の検討
・入出港航行安全対策の策定
・航路・泊地の水深把握及び整備の検討
②大型クルーズ船受入に必要な港湾施設整備の検討
・クルーズ船受入に伴う港湾施設の整備の検討
・クルーズ観光客の動線調査

〇伊万里港久原南３号岸壁において、７万総トン級の大型クルーズ船を対象とし
た操船シュミレーションを実施し、安全対策の検討を行った。
(1)曳船を２隻配備した場合、平均風速９ｍ/sec以下の場合に安全に入出港でき
ることが確認された。また、曳船なしの場合には平均風速7ｍ/sec以下の場
合に入出港が可能となった。

(2)深浅測量の結果、図１に示すように対象岸壁前面の泊地に対象船舶の余裕水
深10％を確保できていない箇所があり浚渫が必要であることが判明した。

今回対象とした７万GT級クルーズ船の入出港については、既存泊地の浚渫や防舷材の改良等の条件が満たされることで安全な入出港が可能であることが
確認された。今後早期に基盤整備の着実な推進と官民一体となったクルーズ船の誘致と受入態勢を強化することが必要である。

〇７万総トン級の大型クルーズ船を対象として、必要な係船注、防舷材の施設整
備の検討を行うとともに、クルーズ船受入れ時のふ頭の利用形態・動線、ク
ルーズ観光客の観光地までの周遊ルートを検討した。
(1)防舷材、係船柱の規格、配置の妥当性を検討した結果、既設の防舷材では基
準を満足しないことが判明し、図２に示す箇所で取り替えが必要となった。
・防舷材 規 格： 92.0kN・m→174KN・m

箇所数： 8箇所

(2)久原南３号岸壁背後におけるクルーズ船寄港に際しての動線検討及び伊万里
港から観光地に至るまでの動線調査を行い、図３のとおりクルーズ船入港時
の配置計画図、図４のとおりクルーズ船客の観光周遊ルート（案）を作成し
た。

【H30年度】

近年、九州北部地域にはクルーズ船の寄港が増加しているが、伊万里港においては、大
型クルーズ船を受入れる港湾施設が整っておらず、受入れのチャンスを逃している。こ
のため、大型クルーズ船の寄港に向けた受入環境整備を推進するため、民間事業者によ
るおもてなしや歓迎イベント施設の設置等の活動と合わせて、大型クルーズ船入出港時
の航行安全対策及びクルーズ船受入に必要な港湾施設整備の検討を行う。

図１：深浅測量結果
図３：クルーズ船入港時の配置計画図

図２：係留計画図 図４：伊万里港から観光地までの周遊ルート

②大型クルーズ船受入に必要な港湾施設整備の検討

①大型クルーズ船入受入のための航行安全対策

防舷材更新

防舷材８箇所

浚渫範囲

ミートスペース
対象船舶：70,000t級（乗客：2,000人程度）

仮設テント（2基） 仮設テント（4基）

仮設テント（2基）
（4グループ：210.0m2） （4グループ：210.0m2）

仮設テント（2基）
仮設トイレ

仮設テント（2基）

にぎわい広場（2,160m2）
（歓迎セレモニー、CIQ、観光案内、物販等）

乗客通行帯（幅員：5.0m）
乗客通行帯（幅員：5.0m）

シャトルバス
乗り場

タクシー
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旋回用
スペース

旋回用
スペース

ツアーバス（50台）

人流動線

【荷捌き地1】 【荷捌き地2】

車両動線
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３．調査成果

衣浦港外港地区における物流機能強化等基盤整備検討調査

【H30-3】調査成果報告の概要
【国費：9,947千円】【実施主体名：愛知県】

４．基盤整備の見込み・今後の課題

・今回事業で検討した物流効率化やふ頭再編の効果が、衣浦港の利用促進、背後地域の活性化につながるよう引き続き取扱貨物の需要動向の把握に努めながら、民間
事業者との協議及び調整を進める。

・衣浦港外港地区の早期事業着手を目指すとともに、引き続き地元自治体と一丸となり、衣浦港における新規貨物の取扱可能性調査等を進める。

２．調査内容

①公共ふ頭及び臨港道路整備の検討
衣浦港全体での貨物需要・土地需要の現状を調査し、土地

利用計画を整理した上で、外港地区における施設配置計画及
び整備効果について検討。
②ふ頭用地の管理運営に係るPPP導入可能性検討
外港地区ふ頭用地の管理運営について、段階的な導入ス

キーム、課題の整理、事業採算性の検討。

１．調査の目的・必要性

衣浦港は、愛知県の知多・西三河地域、岐阜県などを広域に渡って物流生産活動を支えている工
業港である。現在、ふ頭用地の不足、非効率な荷役作業等が、港湾利用上の課題となっている。今
後、再生可能エネルギーの活用が進み、木材チップの取扱量が増加することで、将来的な労働力の
確保を含め、さらに深刻化していくことが懸念されている。これらの対応として、公共による基盤
整備と合わせ、民間事業者のバルク貨物取扱拠点を外港地区へ移し、港内貨物を集約することが必
要となる。本調査では、港湾物流機能の再編、強化のため、衣浦港外港地区への貨物の集約、民間
事業の荷役作業の共同化、保管施設の配置等の検討に必要な調査検討を行う。

①公共ふ頭及び臨港道路整備の検討
１）貨物・土地需要調査

• 港運業者・主要荷主に対してヒアリング調査を実施し、現時点における木材
チップの貨物量増加見込み、土地需要及び、物流の課題等を把握した。

２）ふ頭利用構想の取りまとめ
• 貨物・土地需要調査より、外港地区公共ふ頭への木材チップの集約を起点とし
た港湾機能の再編計画を整理した。(図1)

• 荷役作業や荷役施設の共同化による更なる物流効率化について調査検討した。

３）港湾施設配置計画の策定
• 荷役作業や荷役施設の共同化による更なる物流効率化に向けた木材チップ荷役
設備の概略設計（施設配置の検討、概算事業費の算出等）を実施した。(図3)

• 外港地区へのアクセスとなる臨港道路の概略設計（構造形式等の比較、概算事
業費の算出等）を実施した。

４）外港地区へのバルク貨物集約効果の把握
• 共同荷役の実現段階に応じた、コスト削減効果について検討した。

衣浦港外港地区

図3 外港地区利用計画イメージ図

②ふ頭の管理運営に係るPPP導入可能性検討
１）PPP導入の可能性検討
・ 民間事業者が港湾施設の管理運営のみでなく、荷役施設の整備・維持管理も実施する
「特定埠頭運営事業」方式や「PFI事業」方式を導入の検討対象と選定した。

２）PPP導入による効果検討
• 選定した事業形式について、現時点の条件のもと、荷役料や資金計画を設定し、収支計
算を行い、事業採算性の試算を行った。その結果、官民連携による基盤整備により、コ
スト削減やサービス面の向上も期待できるなどの効果を検証できた。

図2 衣浦港外港地区における事業イメージ

臨港道路整備

公共ふ頭（外港地区）

図1 港湾機能の再編計画に向けたイメージ
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【H30年度】



３．調査成果
①岸壁の配置、概略設計等の検討

②環境影響調査

高知港における物流機能強化等による地域活性化のための基盤整備検討調査

【H30-4】調査成果報告書の概要
【国費：13,327千円】【実施主体名：高知県】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容
①岸壁の配置、概略設計等の検討

②環境影響調査

【H30年度】

次年度以降、当業務で検討した項目を港湾計画に反映し、事業化に向けた調整を行っていく。また、コンテナバースの増深については、高度な技術を要するため詳細な検討にあたり、
学識経験者等の意見も聴きながら検討していくとともに、工事実施の際は利用者とも調整を行いながら工法・工期等について検討していく必要がある。

高知港は、高知県の中央部に位置し、県内唯一のコンテナを取り扱う港湾であるとともに、高知県経済を支え
る国際物流拠点としての役割を担っており、高知港背後圏の経済・雇用を支えている。
高知港では、民間事業者による物流販路の拡大や効率化を目指した施設整備が計画されるなど、今後も取扱貨

物量の増加が見込まれており、港湾機能再編による再開発に期待する声が高まっているが、限られた港湾施設用
地で課題解決を図るためには、戦略的な対策を含めた港湾機能の再編強化が必要である。
このため、本調査では、民間の取り組みがより効果的となるよう、高知港の機能強化を図るため、効率的・効

果的な施設配置を検討するために必要な項目を調査する。

（２）コンテナバースの増深検討
高知港三里地区のコンテナバースの水深は-8mであるが、近年コンテナ船が

大型化してきたことにより、一部の船舶は潮待ちによる喫水調整を行い入出港
しており、大変非効率な状態である。また、今後も韓国・中国航路のコンテナ
船はさらに大型化していくことが想定されていることから、コンテナ船大型化
に対応していくため既存岸壁の増深工法について検討した。

企業へのヒアリング等から貨物量の推計を実施し、
岸壁の配置計画や、岸壁の概略設計、概略事業費
等を検討

現況の環境調査を実施し、施設整備による環境影
響評価を検討

高知港において、現況の大気質、騒音・振動、潮流、水質、生物、生態系等の調査
を実施し、施設整備による環境影響評価を検討した結果、今回の施設整備による周辺
の環境に及ぼす影響については軽微なものであると考えられる。

（１）貨物量の推計
企業ヒアリングや将来の経済情勢を考慮し、高知港における貨物量の推計を

行った。その結果を踏まえ、入港船舶の規格を基に必要となる岸壁諸元等を決
定し、岸壁等の配置計画を検討した。

西工区完成イメージ図

（３）西工区配置計画検討
貨物量推計結果を踏まえ、増加するバルク貨物に対応していくためバルク貨

物の分散化を図っていくこととした。そのため、西工区でバルク貨物を取り扱
うこととし、高知港へ配船される船舶の船型や取扱量を基に配置計画を検討し
た。

高知港三里地区－8m岸壁

－8m岸壁断面設計検討

概算工事費 ： 200 万円/m × 240m ＝ 480 百万円（直接工事費） 

ガントリークレーン整備中
（H32完成予定）

コンテナヤード

物流ターミナル



新潟港万代島地区における賑わい創出のための基盤整備に係る検討調査

【H30-5】調査成果報告書の概要
【国費：4,946千円】【実施主体名：新潟県・新潟市】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容
①万代島地区の利活用調査
・現況調査、課題整理：万代島地区の利用者等にアンケート・ヒアリング等を行い、現在の利用状況や利用

特性を把握し、今後の利活用に関して課題等を整理
・利活用方策及び整備効果の検討：万代島地区の賑わい創出を図るための利活用方策を検討し、その方策に

よる整備効果を検討
・浮桟橋等の整備検討（位置・規模・構造等）：浮桟橋等整備に適当な位置・規模・構造について比較検討

②歩行者動線整備の検討
・ルート及びサインの検討：新潟駅から万代島地区までの歩行者動線の検討を行い、その検討結果に基づき、

サインの設置位置を検討
・整備効果の検討：サインの整備により、期待される効果を検討

①-1：現況調査、課題整理、利活用方策
・アンケート調査、ヒアリング調査、水辺まちづくり協議会の検討等を基に万代島地区の利用状況、
特性、問題点等の課題を整理した。課題を踏まえ、①アクセス機能の強化、②みなと景観づくり、
③にぎわい空間と憩い空間づくり、④情報発信と人の誘導といった4つの視点で、民間事業者の参入
も視野に入れ、利活用方策を短期・中期・長期の各視点から検討した。

本調査において検討した賑わい創出のための施策に基づき、アンケート調査やヒアリング調査、協議会等によって関係者の意見集約が図られ、コンセンサスが得られたことから、
事業費も勘案しながら、優先性や即効性が高い施策から順次事業化検討に着手する。

今後、本調査で明らかとなった調整事項等に対応しつつ関係者間・制度間で細部にわたる調整を行い、時代の変化等を前提とした整備効果や採算性に係る検討を踏まえつつ、具体
的な事業計画につなげることが課題である。

【H30年度】

新潟港万代島地区では、協議会等において、賑わい空間の創出に向けた検討がされ
ている他、「新潟都心の都市デザイン」（H30.7月）では新潟駅周辺から万代地区
及び古町地区・万代島地区へのまちづくりについて、県市が連携して取り組むことと
している。また、万代島へのバスの増便や周辺の水上交通の強化、多目的広場「大か
ま」でのイベント開催などの民間事業者による活動が予定されている。

このような状況を踏まえ、本調査では、新潟港万代島地区において、新潟開港
150 周年を契機に「万代地区から港へ続く水辺」や「万代島地区の入り江」を活か
した賑わい空間の創出を図るため、現況や課題を把握した上で、民間の進出や地域の
活性化に資する基盤整備等の取組みについて、調査・検討を実施する。

②歩行者動線の検討
３．調査成果
①万代島地区の利活用調査

①-2：浮桟橋等の整備検討
既存の民間水上バスの延伸及び渡し舟の利用への対応として、「岸壁切下げ」「 浮桟橋 」
「岸壁一部切下げ」の３ケースについて検討し、浮桟橋の優位性を確認した。

・新潟駅から万代島への歩行者動線は「新潟都心の都市デザイン」にて位置づけられた「花園ルート」を
前提に、当該ルートを重点的に整備することで、来訪者が利用しやすく、歩きたくなる道として歩行空間
を形成することを目的とした方向性をまとめた。方向性は次の３点とし、サイン設置箇所を検討した。

①新潟駅から万代島地区へ来訪者をいざなう、魅力ある歩行ルートの創出
②「万代島」を広く知らしめる
③シームレスな情報内容の提供

図 利活用方策の取組イメージ（短期） 図 歩行者動線整備図



３．調査成果

福山駅周辺地域における地域活性化のための基盤整備検討調査

【H30-6】調査成果報告書の概要
【国費：24,900千円】【実施主体名：福山市】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容

【H30年度】

①福山駅周辺歩行空間整備検討調査
道路機能を歩行者専用等とした場合の交通量調査，
周辺エリアへの影響調査 等

②福山駅北口広場整備基本計画策定・PPP/PFI導入検討調査
北口広場に必要な機能の検討，PPP/PFI導入検討，
配置計画の検討，用地測量 等

③中央公園整備基本計画策定・Park-PFI導入検討調査
収益施設の設置時の効果測定，事業者の意向調査 等

本市では，福山駅周辺に良質な民間投資を呼び込むことで福山駅前の再生を実現
するため，２０１８年（平成３０年）３月に「福山駅前再生ビジョン」を策定し，
官民連携により取り組んでいるところである。
こうした取組により，民間事業者によるホテルや駐車場等整備の動き，小規模民

間事業者による遊休不動産を活用したリノベーションまちづくりの動きが発現しつ
つあり， こうした動きと連携しながら， 備後都市圏の玄関口である福山駅周辺の
再生を進めるために必要な検討調査を実施する。

①福山駅周辺歩行空間整備検討調査
伏見町地区の交通量調査では，歩行者数が平常時の約3.4倍に増加した。
福山城南側道路の交通量調査では，迂回路の交差点において一時的な滞留は見
られたが，大きな渋滞は発生しないことが確認できた。
これらの結果を踏まえ，駅周辺の回遊性を向上させる道路利活用デザイン案を
作成した。

②福山駅北口広場整備基本計画策定・PPP/PFI導入検討調査
福山城やその史跡を活かしたにぎわいのある広場や交通結節点としての機能な
ど，北口広場に必要な機能を検討した。
PPP/PFIの導入に向け，用地処理や配置計画等を比較項目とする４案を比較検
討し，事業効果が最も高く評価された案をもとに基本計画案を作成した。

③中央公園整備基本計画策定・Park-PFI導入検討調査
中央図書館に隣接する中央公園の新たな活用方法を検討し，Park-PFI&SI方
式等の事業スキームや施設配置の比較検討を踏まえた基本計画案を作成した。

福山駅周辺歩行空間整備については，2019年度から福山城南側道路の基本設
計・関係機関協議に取りかかるなど，道路空間の美装化等による歩行者優先化
を図る。
福山駅北口広場整備については，2019年度以降，JR西日本と整備を行うた
めに必要な協定を締結し，JR西日本が基本・実施設計，整備工事を行う。
中央公園整備については，2019年度に公募設置等指針の策定と設置事業者の
公募を行う。

福山城南側道路の歩行者優先化

Park-PFI&SIのストラクチャー

伏見町地区の歩行者優先化

北口広場の各機能のゾーニング

■福山駅周辺の整備の方向性

：歩行者の回遊性を高める軸

：車の利便性を高める軸



３．調査成果

千葉市稲毛駅前周辺における地域活性化のための基盤整備検討調査

【H30-7】調査成果報告書の概要
【国費：4,266千円】【実施主体名：千葉市】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容
・ＪＲ稲毛駅は、千葉駅、海浜幕張駅に次ぐ市内３番目の鉄軌道駅１日平均乗車人数の多い駅である。

・現在の東口駅前広場は、従前の土地区画整理事業で整備されたものの、宅地開発等に伴う、周辺環境の変化により、公

共交通、一般車及び歩行者の動線が交錯する状況であるため、交通混雑や安全性において喫緊の課題となっている。

・千葉市都市計画マスタープランのなかで、稲毛駅周辺は「重要地域拠点」として位置付け、市内外を問わず、多くの方

が交流する拠点として育成するとともに公共交通の利便性やまちなか居住の推進など、拠点機能の強化を目標としている。

・東口駅前周辺では、民間主体の市街地再開発事業に向けた動きが見られ、また、大手流通事業者が駅前周辺の大規模倉

庫跡地用地を取得するなど、民間投資の気運が高まっている。

・本調査では、公共交通の利便性や生活利便性など、拠点機能を強化するうえで、必要不可欠である基盤整備の計画を進

めるため、駅前広場の実態調査及び駅前広場、周辺道路の整備計画の検討を行う。

稲毛駅の駅前広場の利用実態を把握するため交通量調査を行った。

【H30年度】

実態調査で得られた結果から現況の駅前広場の課題を整理した。
【主な課題】
・狭小な歩行者空間⇒安心・安全な歩行空間の検討
・バス流入台数に対する輻輳する交通動線⇒バス動線の検討
・一般車乗降場の不足⇒安全な乗降スペースの検討
・駅前広場及び周辺道路の連続性⇒連続する賑わい空間の検討

図－３ ゾーニング図

公共 民間

駅前

・基盤整備により、現状の交通
結節点の課題の解消

・交通結節機能を強化し、人が
集いやすい空間を創造

・再開発事業により、土地の
有効的利用

・まちなか居住の推進により
都市のコンパクト化

駅周辺

・誘導機能のルールを検討し、
良好な開発を誘導

・インセンティブを検討し、民
間投資の促進

・遊休地や低未利用地を高度
利用し、賑わい機能や業務
機能を導入

・連続した動線を確保し、賑
わい空間を確保

全体
・賑わいづくりの活動支援・援助に
より地元組織の活動継続に寄与

・地元主体組織等を構築し、
持続可能な賑わい空間を創造

①駅前広場実態調査（歩行者、自動車の交通量調査、
駅前広場及び周辺道路の乗降数調査など）

②駅前広場及び道路の整備計画の検討
（概略設計、施設規模検討など）

①駅前広場実態調査

【調査項目】
・自動車類交通量調査（駅前広場）
・歩行者類交通量調査（駅前広場、駅舎・改札出入り）
・乗降数調査（駅前広場及び周辺道路）
・一般車乗降場停車時間調査（駅前広場内乗降数及び停車時間）
・タクシー滞留台数調査（駅前広場及び周辺道路）

②駅前広場及び周辺道路の整備計画の検討

（２）駅前広場の課題整理

（１）計画条件の設定

実態調査の結果及び周辺の開発計画などの状況から整備目標
年度の将来駅前広場利用者数について算定した。

拠点機能の強化に向けた基盤整備の検討については、周辺で検討されている市街地再開発事業や大規模倉庫跡地など、民間の計画との連携が必要不可欠
となるため、今後も引き続き計画の進捗や内容について相互理解を図りながら基盤整備の計画を進めていく。

（３）駅前広場面積の検討
実態調査の結果から計画パラメータを設定し、交通施設の整備量、駅前広場の面積に

ついて検討した。現況の駅前広場の面積約4,200㎡に対して算定式の数値は大きく上回

る結果となり、駅前広場の再整備を検討するためには、近接する周辺の敷地と連携して

計画をしていく必要性を把握した。

（４）駅前広場計画案の検討

駅前周辺で検討している市街地再開発事業との調整及び周辺開発を考慮し、駅前広場及

び道路の概略設計及び施設規模の検討を行い、駅前広場計画の素案を作成した（図-１）。

（５）駅前広場整備手法及び役割について
図－１ 駅前広場整備計画（案）

図－２ 段階的な整備の方向性

拠点機能の強化に向け、稲毛地区の段階的な整備

の方向性について検討した（図－２,３）。

大規模商業施設（予定）

まちなか居住ゾーン

商業ゾーン

まちなか
居住ゾーン

まちなか居住ゾーン駅前広場
（基盤整備）

利便性・回遊性の向上

商業機能拡充

５番街区
３番街区

７番街区

２番街区

４番街区

ＪＲ稲毛駅ＪＲ総武線・総武線快速

タクシープール（20台）

バス乗降場（8台）

一般車

降車場

（12台）



３．調査成果
① 沼津駅南口駅前広場整備方針等策定

沼津駅周辺地区のにぎわい創出に向けた基盤整備検討調査

【H30-8】調査成果報告書の概要
【国費：7,476千円】【実施主体名：沼津市】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容
①沼津駅南口駅前広場整備方針等策定

②中央公園再整備に向けた民間活力導入検討調査

公共空間再編の方向性

本調査は、沼津駅周辺地区のにぎわい創出を図るため、民間事業者による商業施設の整備やバス路線の再編等の活動に
合わせ、沼津市の顔である「沼津駅南口周辺の公共空間（駅前広場と周辺道路を含む）及び周辺建物」の整備方針を作成
するとともに、これまでの自動車中心の空間から、歩行者、自転車、公共交通にも配慮された公共空間へと再編するため
の検討を行う。
また、沼津市が管理する公園であり、沼津駅周辺地区に近接する中央公園を対象として、公園の利便性の向上、にぎわ

い創出等を図るために、民間活力導入に向け「最小の経費で最大の効果」が得られる最適な手法の検討を行う。

○ 駅前広場周辺の現況調査・整備計画の検討
沼津駅南口駅前広場周辺の現状分析を行い、課題を整理した。
【抽出された課題】
（１）歩行者空間・滞留空間が不足
（２）バス乗降場の分散
（３）タクシー待機場所・一般車待機場所改善の必要性
（４）駅前広場と分断された中心市街地
（５）駅としてのシンボル性や沼津らしさの欠如

課題を踏まえ、駅周辺の公共空間再編の方向性をまとめた。
① ヒト中心の空間への再編
② 駅前オープンスペースの創出
③ 交通結節点機能の強化
④ 駅周辺の回遊性向上

・駅前広場は、バス路線の集約に伴う乗降場の整備（案内設備や待合空間の更新）を2～3年後を目処に実施し、将来は公共交通と一般車を分離するとともに、人が集い漂い憩えるオープンスペースの創出を目指す。
・街区内道路は、(都)沼津駅沼津港線及び(都)三枚橋錦町線の歩道拡幅に向けた社会実験や市道3690号線のアーケード撤去に伴う基盤整備を2～3年後を目処に実施し、将来はヒトと公共交通優先の空間の創出を目指す。
・中央公園は、沼津ランニング＆スキルズステーション（公園内既存施設）の機能拡充によるにぎわいづくりの検討を行い、市民参加による遊具製作、段差を活用した遊具設置を実施する。将来は公園外周植栽の再整備、
隣接ビル群から直接公園に出入りできる基盤整備の検討、中央公園を起点とし、周辺公共空間を一体的空間として利活用できる整備に向けた調整を図る。

○ 駅前広場周辺の現況調査・整備計画の検討
○ 街区内道路の現況調査・概略設計・管理運営に係るPPP導入可能性検討

○ 中央公園の整備・管理運営に係る基本計画作成・PPP/PFI導入可能性検討

【H30年度】

○ 街区内道路の現況調査・概略設
計・管理運営に係るPPP導入可能
性検討
周辺５路線の問題点を整理し、整備
方針を検討した。
【問題点と検討した整備方針】
(都)沼津駅沼津港線及び(都)三枚橋
錦町線は幅員が広いため街を分断し
ている。
短期的には歩道拡幅に向けた社会実
験を行い、道路再配分の可能性を検
証する。将来的にはヒトと公共交通
優先の空間となるよう段階的に整備
する。
市道3690号線は老朽化したアー
ケードの落下が危惧されているため、
商店街主体によるアーケード撤去と
併せて、新たな空間づくりと必要な
基盤整備を行う。整備後の道路活用
について、商店街・沿道地権者と
PPP導入に向けたワークショップを
開催し、管理・運営業務は民間事業
者が行う方向で検討を進める。

⑤ 駅と“まち”の接着
⑥ ヒトと公共交通優先の空間創出
⑦ 段階的な整備と暫定活用
⑧ 低未利用地の活用

沼津駅南口駅前広場の現状と課題を
整理するとともに交通事業者へのヒ
アリングを行い、短期暫定整備案を
まとめた。
【短期 駅前広場暫定整備案】
駅前広場外のバス乗降場を駅前広場
内に配置できるよう乗車場を方面別
に集約

短期 駅前広場暫定整備(案)

街区内道路の計画(案)

②中央公園再整備に向けた民間活力導
入検討調査

○ 中央公園の整備・管理運営に係る基本計画作成・
PPP/PFI導入可能性検討

➢ 民間事業者アンケート及びヒアリングを実施し、アイデ
アや関心を把握するとともに、民間活力導入により整
備・運営を行う施設のあり方、今後の公園の方向性を整
理した。
【調査結果の概要】
・現時点での民間事業者の投資による常設施設の整備は
難しい

・公園維持・運営管理に関し、都市公園法に基づく「公
園管理協議会」への参画希望

・公園利活用に関する実証実験の実施希望
【公園の方向性】
●交流人口の増加による求心力の向上
●地域力向上の拠点としての機能の推進
●地域の参加による持続可能な管理・運営

➢ 結果を踏まえ、今後以下の検討を行う。
●公園外周植栽の再整備の検討及び隣接するビル群から
直接公園へ出入りできる基盤整備の検討
●「沼津ﾗﾝﾆﾝｸﾞ＆ｽｷﾙｽﾞｽﾃｰｼｮﾝ」における飲食物の提供
など、現施設の機能拡充によるにぎわいづくりの検討

●市民参加による遊具製作・段差を活用した遊具設置に
より、幅広い世代が中央公園に愛着を持つ公園整備の
検討

●中央公園を起点とし、あゆみ橋・風のテラス・狩野川
緑地・香貫公園を一体的空間として利活用できる整備
の実施に向けての調整

短期

一般車

ﾊﾞｽ降車

ﾀｸｼｰ降車
ﾀｸｼｰ乗車

障がい者

ﾀｸｼｰ
待機

ﾊﾞｽ乗車

富士急ﾋﾞﾙ
富士急ﾊﾞｽﾊﾞｰｽを
駅前広場内に集約

現況のﾊﾞｽﾊﾞｰｽを利用

沼津駅

歩行者動線
駅前広場

鉄道跡地
エリア

駅北エリア

高架下エリア

高架下エリア
高架下
エリア駅中心

エリア

駅東エリア

中心市街地エリア

中央公園・狩野川エリア
新仲見世・
あげつちエリア

交通結節機能
の拡充

交通結節機能
の拡充

オープンスペースの確保

緑のネットワーク

中央公園

狩野川
風のテラス

駅前オープンスペース
人と公共交通優先の空間
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自転車
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３．調査成果
①地域交流施設、広場の基本計画（機能配置等概略設計）検討

②地域交流施設、広場の整備・運営等のPPP/PFI導入可能性検討

市民会館跡地エリアを活用した中心市街地活性化のための基盤整備検討調査

【H30-9】調査成果報告書の概要
【国費：11,669千円】【実施主体名：茨木市】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容
①地域交流施設及び広場整備の検討

②地域交流施設、広場の整備・運営等の
PPP/PFI導入可能性検討

茨木市では、平成27年に閉館した市民会館の跡地エリアの活用について検討した「市
民会館跡地活用基本構想」を策定し、跡地エリアを憩いや賑わいを創出する市の新たな
中心地として整備することとしている。

本調査では、民間の取組がより効果的となり、中心市街地の活性化上不可欠である基
盤整備を進めるため、PPP手法による施設及び広場の整備・運営における民間事業者の
参入意向の確認、マーケットサウンディング調査を実施する。また、文化芸術、子育て
支援、飲食・物販機能等、民間事業者の参入が見込まれる機能については、北摂地域の
他施設の機能や規模を勘案しながら本市の状況やニーズに適した検討を進める。

エリアA・B（新施設及び施設前広場）については、第１期整備として2019年度中に提案募集、選定、契約を行い、2020年度に施設の設計、2021～2022年度に建設工事を行う。
エリアC・Dについては第２期整備として2023年度以降に立地特性をいかし、人が滞留しマルシェやイベントなどが実施されるにぎわいの交流空間として整備する予定である。

ア 前提条件の整理、イ 必要機能の整理、ウ 配置計画・外構計画の検討、エ 平面・断面計画の検討、
オ 立面・デザイン計画の検討、カ 構造・設備計画の検討、キ 維持管理・運営計画の検討、ク 概算費用の算定

ア 事業スキームの検討、イ 民間事業者の参画可能性の検討、ウ VFM の検証、エ リスク分担の検討
オ 総合評価及び課題の整理（検討予定の事業手法：BTO、BOT、BOO、DBO、DB、RO）

民活事業（建設企業、管理運営企業など）への参入意向調査を行うとともに、創意工夫に基づく
コスト削減（ＶＦＭ ）の可能性について検討を行った。
１）事業への関心・参画意向

各民間事業者とも、大いに関心があり、注目している事業であるとの回答で、事業手法に応じて
参画を前向きに検討したいとの意向が示された。

２）事業手法の選択
工期の短縮及びコスト縮減を図りつつ、市民が使いやすく、また、市中心部にふさわしいデザイン

性や機能性を実現する最も適当な手法として、設計・施工の一括発注、性能発注を採用するが、一括
発注において、ＰＦＩ方式については、一定のVFMが認められるものの、民間資金を活用することが
金利面では不利であるというデメリットがあることから、採用を見送るとともに、管理運営までを長
期契約で一括発注するＤＢＯ方式についても、社会情勢の変化などに対して、柔軟な対応や契約変更
が困難であるというデメリットがあることから不採用とする。

したがって、本事業は、管理運営を直営または指定管理で個別発注する、ＤＢ方式を採用する こと
とする。

【H30年度】

＜新施設の各階配置・ゾーニングイメージ＞

機能 諸室等 ㎡

ホール機能 ホワイエ、大ホール、多目的ホール、楽屋・練習室 等 5,000

子育て支援機能
一時預かり、相談、子どもの遊び場、子ども図書、乳幼児健診、食育スペース 等

2,400

図書館機能 閲覧室、事務室 等 1,000

市民活用機能 市民活動センター、プラネタリウム 等 600

その他諸室 会議室、フリースペース、カフェ、トイレ、エレベーター、廊下 等 7,500

合計 16,500

＜エリア内の整備スケジュールイメージ＞

平成29度に策定した基本構想を基に下記の機能を有した複合施設を右記エリアA・Bに整備する
各機能の詳細及び目安の延床面積については下記のとおり。



３．調査成果

山形上山IC付近における新たな道の駅整備検討調査

【H30-10】調査成果報告書の概要
【国費：4,406千円】【実施主体名：山形市】

１．調査の目的・必要性 ２．調査内容
①駐車場、休憩施設、情報発信施設、地域交流施設、広場の需
要予測

②広域観光周遊ルート形成等広域連携に向けた検討（観光客の
周遊の手段ルートの調査）

③アクセス道路の検討、施設配置検討
④駐車場、地域交流施設等のPPP/PFI導入可能性検討（事業
手法の検討、民間の参入意向事業可能性調査、モデルプラン
の検討及び事業評価）

山形市は、蔵王や山寺などの自然環境や歴史などの観光資源により多くの観光客で賑わってきた。特に、蔵王は開湯1,900年を超える
歴史ある蔵王温泉、世界的にも珍しい蔵王の樹氷やスキーゲレンデなど豊かな資源が存在する山形市最大の観光者数を誇る観光地で

ある。東北中央自動車道の山形上山ＩＣは、本市南の玄関口であるとともに蔵王への玄関口でもあり、平成30年度には南陽高畠IC～山形
上山IC間が開通することで本市への交流人口の拡大が期待される。
本調査は、上記区間の開通により交流人口が増えることからより一層蔵王への誘客を促進させるため、新たな道の駅への地場産品販

売所の出店や高速・路線バスの停留所設置等の民間活動と合わせて、その核となる地域交流施設等の整備・管理運営に民間活力を導

入し、より集客や収益向上が見込める施設とすること、観光者等が訪れやすいようアクセス道路改良の検討及び施設配置の検討を目的

に実施する。

また、観光者等の移動実態を把握することで、蔵王のみならず様々な観光地等を周遊し、より長く山形に滞在してもらう方策を検討する。

４．基盤整備の見込み・今後の課題
2019年度は、用地取得に向けて用地測量や地質調査を実施するとともに、道の駅を整備する民間事業者を公募するための準備作業を実施する。公募準備には、ある程度時間を要することから同時並行で用地取得や造成工事まで

山形市が実施し、事業者が決定したらすぐ道の駅を整備できるよう調整を進める。また、道の駅の重要な機能となる高速バス・路線バスとの連携については、バス事業者との十分な協議が必要となるため綿密な調整を進めていく必要
がある。

【H30年度】

事前に実施したアンケート調査の結果を参考に、新たな道の駅だけでなく様々な観光地を周遊し長く山形に滞在してもらうため、周遊の
可能性について分析を行った。
山形を訪れた観光客の６割が周遊しない結果となっており、立寄拠点・情報発信拠点として効果的な情報発信を行うことで周遊のきっか

けを創出し、新たな人の流れを生み出すことが期待できる。

②広域観光周遊ルート形成等広域連携に向けた検討（観光客の周遊の手段ルートの調査）

需要予測による道の駅内の駐車場、休憩施設及び情報発信施設等の適切な配置の検討を行った。
配置計画にあたっては、将来想定される高速バス・路線バスとの連携を見据えアクセスしやすい動線

となるよう検討した。また、隣接する民間施設との連携も考慮し、歩行者が広場を介して道の駅へアク
セスすることができるような配置計画とした。

③アクセス道路の検討、施設配置検討

④駐車場、地域交流施設等のPPP/PFI導入可能性検討（事業手法の検討、民間の
参入意向事業可能性調査、モデルプランの検討及び事業評価）
・事業手法の検討
事業手法の検討では、先行事例等を踏まえ５つの事業手法について、定性的評価を実施して事

業手法として想定される４つの方式（従来手法、DBO方式、PFI（BTO）方式、リース方式）に
ついて市場調査を行った。

・民間の参入意向事業可能性調査
本事業へ関心があると答えた企業が全体の８割を超え高い参加意向があることが分か

った。意向調査の中では、公共により配置計画が定められると民間のノウハウの発揮予
知が狭くなる等の意見もあり整備の際は民間の自由度を上げられるよう留意が必要。

・モデルプランの検討及び事業評価
市場調査を踏まえ、DBO方式及びPFI（BTO）方式について、VFMを算定し従来

手法との比較を行い、事業評価として、「定性的評価」・「定量的評価」・「民間事
業者の参画意欲」の３つの視点を踏まえた結果、ＤＢＯ方式の導入が適切であるとの
結論となった。

事業手法 ＶＦＭ(％)
ＤＢＯ方式 4.07

ＰＦＩ(ＢＴＯ)方式 1.79

①駐車場、休憩施設、情報発信施設、地域交流施設、広場の需要予測
国道13号の将来交通量推計値等から新たな道の駅に必要な駐車台数を算定し、駐車場、休憩施設及び情報発信施設等の規模を調査した。

基本構想策定時に想定していた面積より用地が必要であり、道の駅整備用地の規模を見直した。

図：車両及び公共交通利用者の周遊割合

図：施設配置図

民間施設

バス
停留所

バス動線

広場

地域交流施設

休憩施設(トイレ)
情報発信施設



３．調査成果

広域的なネットワークの飛躍的向上を活かした相模原IC周辺における小さな拠点の形成に向けた検討調査

【H30-12】調査成果報告書の概要
【国費：3,348千円】【実施主体名：相模原市】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容

金原地区は、圏央道相模原インターチェンジの開通及び津久井広域道路の整備により、広域交通の利便
性が飛躍的に向上したことから、その立地特性を活かした産業用地の創出、就労の場づくり、地域コミュ
ニティの維持等のため、新たな拠点の形成が期待されている。
本調査で本市が目指す農業、観光、交通を軸とした小さな拠点の形成に向け、地域振興施設等の導入機

能等について検討調査を行う。また、小さな拠点における民間施設の導入や運営等の可能性を検討し、地
域の産業振興や新規雇用による地域コミュニティの維持・活性化を図ることを目的とする。

【H30年度】

・小さな拠点のアクセス道路として、金原線の延伸整備が必要であり、交通量調査の結果
から、第３種２級相当の道路規格を想定した。

・７社のサウンディング調査を実施し、地区のポテンシャルの高さを理由とする高い参入意
欲を把握した。これにより、官民連携事業実施の可能性が明らかとなった。

・ゾーン毎に想定される事業手法を定性的に比較し、バスターミナル・小さな拠点は従来方
式の他、PFI事業での実施の可能性を明らかにした。収益事業の実施にあたって敷地の貸与に関する課題及び事業者選定に関する課題を抽出した。

①地域交流施設等の導入機能のニーズ・シーズ調査

②地域交流施設等の整備計画案の検討

③アクセス道路の検討

④地域交流施設等のPPP/PFI導入可能性検討

・ニーズ・シーズ調査により明らかになった広域的な誘客を図るため、農産物販売所、観
光案内所・情報提供施設、サイクリング関連施設等の規模を算定し、計画地に配置した。
・パーク&バスライドの検討を行い、バス路線の見直しや需要喚起の必要性を明らかにした。
・道の駅の登録については防犯、騒音等の課題があるため、引き続き検討する。

・ニーズ：地域住民との協議から、農産物直売所、物産品販売所、ターミナル、防災及び地域ゲートウェイ機能（観光案内・地域の情報提供等）があげられた。
・シーズ：オリンピックコースを活用したサイクルツーリズムの推進やリニア車両基地への観光、宮ヶ瀬DMOとの連携強化があげられる。これらの観光資源を活か

した観光ネットワークの在り方を明らかにした。
・リニア中央新幹線に伴うスーパーメガリージョンのインパクトを的確にとらえ、広域観光を踏まえた地域資源の掘り起こし・発信を行い、新たな地域形成を図る
必要性を明らかにした。

・今回の調査結果を踏まえ、導入機能の具体化、交通需要の予測を実施するとともに、公共交通事業者や交通管理者等との協議を進め、公共交通網の充実及びアクセス
道路となる金原線の都市計画変更に向けた測量、設計等を実施する。

・計画内容の具体化を図るとともに、地元主体での運営を目指し、地域の各種団体で構成される組織の設置や事業スキームの検討を行う必要がある。

① 地域交流施設等の導入機能のニーズ・シーズ調査

② 地域交流施設等の整備計画案の検討

③ アクセス道路の検討

④ 地域交流施設等のPPP/PFI導入可能性検討

【サウンディング調査結果】

あり：6

わからない

1

参加意欲

マネジメン

ト

4

飲食

物販

2

建物管理

3

その他

3

担う役割

（社数）

（社数）

(都)金原線の延伸整備

※ 現時点での配置例（たたき台）であり、今後の検討状況を踏まえ、配置案を決定します。

【小さな拠点の配置イメージ】
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ターミナル



２．調査内容

杵築ＩＣにおける多機能型交通結節点基盤整備検討調査

【H30-13】調査成果報告書の概要 【国費：6,118千円】【実施主体名：杵築市】
【H30年度】

４．基盤整備の見込み・今後の課題

１．調査の目的・必要性

○大分空港道路杵築IC（無料区間）は、空港から車で20分と近いうえ、大分空港道路（地域高規格道路）の無料化に伴い、別府・大分
市方面へ向かう自動車通勤者が増加した市の玄関口である。大分市から空港行きの高速バスの停留所もあり、観光客・地域住民
双方に対する「交通結節機能」の役割が一層期待される重要地点である。
○ ICの隣接地に公共交通サービス、生活・観光サービス等をあわせもつ多機能型交通結節点（バス・タクシー待合所等の共通利用
施設）の整備を検討し、乗継など周遊の利便性と、ふるさと集落生活圏の形成効果を高める施設整備の在り方を調査する。

・最初に比較基礎データ収集のため交通現況調査を実施した。

・民間事業者の提案の柔軟性、参入意向を高く保つためには、収益施設スペース
を広く確保し、安全で快適な車両進入口設計が必要である。既存の管理事務所機
能とのすみ分けパターンから最適な施設配置案を検討するため、6つのゾーニング
パターンを設定し、安全性、利便性等の評価を行った。

・2019年度、管理事務所機能の再配置に向
け、道路管理者と整備計画や用地利用につ
いて計画案の最終合意を目指す。施設整備
全体の事業実施計画を策定、概算事業費・
負担割合の精査を進める。

・測量、土質調査の予算化、用地造成と管
理事務所の再配置と並行して、バス停移転
手続き、多機能型交通結節点の整備・運営
事業者の選定方法、発注仕様の具体案作
成を進める。
・2023年度を目途に多機能型交通結節点を
供用開始したい。

《今後の課題》
・バス路線の維持、減便回避（需要喚起）。
・道路管理者との費用負担交渉。

・空港道路本線へ影響がない進入路精査、
県道大田杵築線改良に伴う交通量増対応。
・運営事業者とのリスク分担整理。

①施設の基礎データ収集・配置検討

・交通現況調査を元に、ゾーニング案について交通シミュレーションを行った。

・滞留予測（右図及びシュミレータ検証）により、影響がない車両出入口設置場所
を交差点部から70ｍに設置することとし、概算の施設規模を勘案して、付帯する機
能案、その配置案について、比較モデルを策定、さらに、これを元に、道路管理者、
民間事業者（交通・流通事業者等）と協議を行った。
・交通事業者からは、大分空港で乗車後、杵築ICで降車する利用者に指摘される
ことが多い「二次交通の乗継ぎ不便さ、バス待合スペース」の改善を求める意見が
だされた。これにより、タクシー車両待機2台、バスレーン設置を反映した。
・JR杵築駅や城下町地区を結ぶバス路線変更について、需要予測が難しいため慎
重な意見も出された。施設共用開始時の運行実証実験も検討したい。

・地域特産品の出荷について、市外からの観光客が主なターゲットとなるとの視点
から、野菜等の日用よりも贈答やお土産、加工品などをメインにすべきとの意見が
主流であった。（インショップ形態を希望）
・施設規模、運営の具体提案があり、15年間・指定管理料2,000万円程度／年、そ
こから売上規模に応じた段階的な賃料設定の提案があり、事業化段階で精査する。

②需要予測・概略設計

・各種提案に基づき、比較検討を進めた結果、以下の概算施設整備（希望面積を
反映）と事業スキームによる運営費の見込み額が確かめられた。

③整備費概算積算

■出入口設定交通シミュレーション（滞留長計算） ■基本計画図（イメージスケッチ）

施設
整備費

約９．７億円
土質調査、用地整備、設計・監理、
施設整備費 (延床1,211㎡、駐車場6,900㎡)

シミュレータ「VISSIM」を活用した動画例（開業時・休日モデル）

※消費税のほか、負担金等を除く。

・各施設（地域交流施設、休憩施設兼バス・
タクシー共通待合室、駐車場）の基礎データ
収集、需要予測、配置検討・概略設計、整
備費概算積算

・基礎データとなる交通実態調査、交通シ
ミュレーション

■配置計画パターン（動線等検討結果）

交通結節点場内

滞留予測

出入口設定

３．調査成果



３．調査成果

大阪外環状線沿道地域における新産業地創出のための基盤整備検討調査

【H30-14】調査成果報告書の概要
【国費：4,752千円】【実施主体名：河内長野市】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容

大阪外環状線沿道における産業用地の創出は、平成28年1月に大阪府及び外環状線沿道４
市にて策定された「外環状線等沿道のまちづくりの方針」や、平成28年12月に大阪府によ
り策定された広域計画「グランドデザイン・大阪都市圏」にて位置付けられるなど、南大阪
地域の活性化に向けた喫緊の課題となっている。
本調査は、大阪外環状線沿道の上原・高向地区における官民連携による新産業用地創出に

向け、民間事業者等の取組みがより効果的となり、周辺環境に適した基盤整備を進めるため、
必要な調査及び検討を行うことを目的に実施する。

【H30年度】

道路・公園・下水道整備に係る調査

①対象区域の現地測量
基盤整備を実施するにあたり必要な現況図面を作成。

②基盤整備に係る基本計画案の作成、整備効果検討
道路・公園・排水の配置を含めた土地利用計画等の作成及

び、雇用創出や地域経済の活性化等の整備効果の算出。

①対象区域の現地測量
基盤整備の基礎データとなる地形状況等の把握のため、現況測

量を実施し、現況図面（地形図）を作成した。

②基盤整備に係る基本計画案の作成、整備効果検討
現況地形図及びこれまで把握している地権者意向、企業意向等

をもとに、新産業地創出のための基盤整備の基本計画案として、
土地利用計画図、道路計画平面図、汚水排水計画平面図を作成し
た。併せて、作成した基本計画案をふまえて、立地企業数及び雇
用創出、地域経済の活性化等の整備効果を、民間企業意向のヒア
リングを行うとともに、近年立地した企業の実績値及び、統計
データをもとに想定及び算出した。

土地利用計画図 道路計画平面図

本調査にて作成した基本計画案をもとに、更なる事業化検討を進め、2021年度に事業認可及び事業着手し、2025年度頃の事業完了を目指している。今
後、進出企業と地権者との具体的な条件等については、相当な協議・検討が必要になることが予想され、事業化に向けては、企業と地権者の合意形成が重要
課題となる。

立地企業数 25社 新規雇用者数 約200人

民間設備投資額 約180億円 製造品出荷額 約510億円
汚水排水計画平面図



３．調査成果
（１）公園の基本計画検討及び概略設計

（２）公園整備・運営に係るPPP/PFI導入可能性検討

金田一近隣公園を活用した観光振興及び地域活性化のための基盤整備調査

【H30-15】調査成果報告書の概要
【国費：9,882千円】【実施主体名：二戸市】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題
金田一近隣公園を活用した観光振興及び地域活性化のための基盤整備については、本調査を受けて市内部検討を重ねた後、公園部分の実施設計を発注。完了後実施設計をもとにPark-

PFIの公募設置等指針を策定し公募実施。公募設置等計画の提出・設置等予定者の選定を経て2019年３月協定締結した。
着工時期については2019年度内、完了時期については2020年度内を目標としている。

２．調査内容
（１）公園の基本計画検討及び概略設計

（２）公園整備・運営に係るPPP/PFI導入可能性検討

< VFMの算定結果 >

①従来型手法、②P-PFI・PPP手法の２ケースにつき、運営期間を20
年と設定した場合の整備運営に係る市の負担額を算出した。

各ケースにおける負担額は、①：806,150千円、②：299,500千
円、①と②の間における削減額は506,650千円、VFM62,8%と算出
され、本業が目指す「限られた財源の中で、豊かな公共を実現する」
ための手法として、十分に評価できるものといえる。

金田一近隣公園は、二戸市金田一温泉地区に設置した都市公園で、温泉街の中心に位置し、昭和45年の岩
手国体の水泳競技に使用された公認プールと平成10年に開業した市営の日帰り温泉施設「金田一温泉センタ
ー」が公園内に存在する。オープン当初は入込客数が増加したが、現在では年間10万人程度の入込客数とな
っている。開業から20年が経過し、施設の劣化が著しいこと等から、第二次二戸市総合計画にて施設のリニ
ューアルを計上したが、人口減少等による縮退社会のなか、従来の管理運営では市財政への負担が大きいこと
から、公民連携による民間事業者による整備・運営とすることで検討が進められている。

本調査では、民間事業者による取り組みがより効果的となり、金田一温泉エリアの振興及び広域観光ルー
トの滞在交流拠点となる基盤整備を目指して、エリアの将来像を明らかにし、金田一近隣公園を活用した観光
振興及び地域活性化のための基盤整備調査を行う。

< 公園部分概略設計 >

・ 中心に位置する50mプールを補修し周囲をデッキで囲い公園全体と
馴染むように整備。夏季の遊泳だけでなくSUPなどのアクティビテ
ィへの活用、プールサイドでのイベント利用を想定

・ プールとにらもり山の間は階段状のデッキスペースを計画。木陰や
カウンタ－等を効果的に配置し自由に活用できる空間を目指す。

・ 建物につながるアプローチとしての中央の広場はマルシェなどのイ
ベントスペースとしても利用。建物の中庭とも連動し一体的利用も
可能。イベント用の電源設備も計画

新たな民間投資と連携して整備するプール・広場等公園施設
及びインフラ施設の基本的仕様の検討、概略設計図、パース作
成、概略事業費の検討等

事業者選定に係る情報集積及び公園公民連携事業にとって最
適な事業手法を検討

【H30年度】

二戸市公民連携事業構想では、金田一温泉周辺地区の「手が届く自然」「豊富な食
材」「癒しの温泉」などの地域の宝を最大限活用した産業開発を進めることにより、美
容・健康のライフスタイルや多様なアウトドアコンテンツ、快適なスポーツの拠点、地
産地消の住まい方を居住者及び来訪者が享受できる環境をつくりだすことを目指すこと
としている。

公園の魅力が「心地よい空間で過ごす」目的での来訪・滞在を生み、公園内に設置さ
れる民間収益施設の稼ぐ力を支える役割を果たすことで、公園への公共投資が民間投資
を含む事業全体の持続的成長を支えるという関係性を持たせるという観点を考慮すると
ともに、北東北の観光拠点としての機能を強化し、また、「カシオペアブランド発掘発
信事業」が目指す「通過型観光」から「滞在型観光」へシフトさせる動きとも連動しな
がら、広域エリア全体の魅力を高める滞在の核として十分な機能を備えるといった観点
を考慮し、コンパクトな建物を中心に全体の管理を出来る限り一体で管理できる構造と
し、プールサイドのウッドデッキ化や広場空間を組み込んだ駐車場など、滞在目的と活
用可能性の幅を広げる新たなデザインを提案した。

縮退社会となった今の時代においては、「限られた財源の中でいかに豊かな公共を実現するか」という地域経営の視点が重要
なものとなる。これからのあるべき地域経営の姿を実現するために、民間主導の公民連携の重要性及び行政と民間の適切な役割
分担を考える必要がある。このことから、従来型手法と導入を想定している公民連携手法（Park-PFI・PPP型（エージェント
方式））のメリット・デメリット等の整理を踏まえ、本事業における最適な整備手法及び公園の管理運営手法を提案するととも
に、VFMの検討や具体のコンテンツ設定を踏まえた財政面のシミュレーション（公園及び民間収益施設の整備運営に係る市負
担額の比較、公園公民連携事業全体の資金の流れの整理、民間収益施設における運営会社の事業収支の概算）及びスケジュール
の検討を実施した。

この結果、従来型手法とPark-PFI・PPP型（エージェント方式）との間には62.8％のVFMが見込まれることに加え、民間事
業者からのサウンディングによると高い参入意欲が露見されることから、本事業における公園整備・運営にかかるPPP・PFIの
導入可能性は高いことが想定された。

（図：公園の全体計画図）



③まとめ
公園利用者や住民、公募型サウ

ンディング調査により事業者の意
見を踏まえ、基本計画（骨子）を
とりまとめた。
既開園区域及び等々力渓谷公園

等からのアクセスやネットワーク
に配慮したゾーニングと動線計画
を設定し、店舗等便益施設の設置
を検討する区域、拠点となる施設
の位置について定めた。

２．調査内容
①公園基本計画の策定
現況把握、公園利用の実態、需要(利用者ﾆｰｽﾞ)の把

握（アンケート、現場見学会）、「玉川野毛町公園拡
張事業基本計画（骨子）」の取りまとめ。

②公園の整備・管理運営に係るPPP/PFI導入
可能検討
公募型サウンディング調査による事業者の参画意向

を踏まえた民間活用の導入可能性検討

②公園の整備・管理運営に係るPPP/PFI導入可能性検討

１）公募型サウンディング調査の実施
・対象範囲：玉川野毛町公園既開園区域、拡張区域
・実施時期：平成３０年９月～１１月 ・参加状況：１４団体

３．調査成果
①公園基本計画の検討
●現況整理、敷地分析等より当該事業のテーマを以下の通り設定した。

●利用実態調査及び現場説明会の実施
・公園に求める機能：平日・休日ともに、
「軽飲食ができるｶﾌｪやﾚｽﾄﾗﾝ」「雨の日でも
楽しめる施設」「広いｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽ」が多い。

・利用状況：平日･休日ともに区民利用が多い。
休日は、20～40代の家族連れが多い。

●利用者ﾆｰｽﾞ（求める機能）や平日・休日の利
用実態の違い等を踏まえ計画内容を検討

●「玉川野毛町公園拡張事業基本計画」策定
・各種調査検討及びPPP/PFI導入可能性検討結
果も踏まえ基本計画を策定した。

官民連携による賑わい創出のための玉川野毛町公園拡張整備検討調査

【H30-16】調査成果報告書の概要
【国費：8,810千円】【実施主体名：世田谷区】

１．調査の目的・必要性
調査地区は、等々力渓谷公園や野毛大塚古墳等の地域資源が点在して

いることから、世田谷区を代表する自然、歴史文化の拠点として整備し、
分断されている玉川野毛町公園と等々力渓谷公園をつなげ、官民連携に
よる賑わい創出を図り、観光振興等を図ることが求められている。
本調査では、利用実態調査や現場見学会の開催を通して、利用者ニー

ズ等を把握するとともに、公募型のサウンディング調査を実施し、民間
事業者の意向・参画条件等を把握することで当該事業へのＰＰＰ／ＰＦ
Ｉ手法の導入可能性を検討するとともに、公園基本計画をまとめる。

【H30年度】

『世田谷の先人たちを育んだ 豊かなみどり、
歴史文化を知り、育み、次世代へつなぐ場』

⇒世田谷のみどり（生物多様性の拠点）と歴史・文化の拠点

基本計画骨子（ゾーニングと動線）

本公園に求める機能（アンケート結果）

４．基盤整備の見込み・今後の課題
本調査の結果を踏まえ、2019年度には更に公園利用者、住民及び民間事業者と公園計画について対話（意向・事業提案等）を進め、公園の魅力向上に資す

る計画を進める。またあわせて、事業者の参画可能性を踏まえ、民間活力の導入手法や住民参加・住民協働による管理運営体制等を具体化するため引き続き検
討を行う。拡張予定区域は、2023年度末の開園（予定）を目指し事業を進める予定である。

２）主な提案や意見
・飲食物販等店舗について参画可能性が示された。特に環八沿道での店舗設置について評
価が高い。

・１０年から15年程度の期間で投資を回収できる独立採算可能な小規模な店舗（１店舗
から複数店舗）の導入があり得る。

・参加形態は、出店事業者による店舗建設またはテナントとしての出店となる。
・プログラム運営等による公園利用の満足度の向上やリピーターの獲得など、民間活力と
ノウハウを発揮するためには、
拠点となる施設（ビジターセ
ンター等）の設置が望ましい。

・イベント開催できるオープンス
ペースの確保 等

調査対象地

等々力渓谷公園



３．調査成果

鮎壺公園を活用した観光交流及び下土狩駅周辺の活性化のための基盤整備調査

【H30-17】調査成果報告書の概要
【国費：8,122千円】【実施主体名：長泉町】

１．調査の目的・必要性

【H30年度】

４．基盤整備の見込み・今後の課題

鮎壺公園については、2020年度からの整備を目指し、整
備計画を踏まえた民間事業者との協議および整備手法等を検
討し実施設計および必要な協議等を進めていく。
下土狩駅周辺の活性化については、整備計画案を踏まえ、

アクセス道路の再整備や駅前広場の利活用、社会実験等に向
けて関係事業者等と協議調整を図っていく。

②駅前広場の活用、アクセス道路の再整備等の検討

③公園の整備・管理運営に係るPPP/PFI導入可能性検討
各種調査結果を踏まえ、利用ニーズの高いカフェ等の収益施設の整備・運営等を想定し、 Park-PFI事業へ

の参画可能性を中心に民間事業者等の参画意向を確認し、公園の整備および管理運営に係る民間活力の導入可
能性を検討した。Park-PFI事業は民間事業者の負担が大きく十分な事業効果が見込めなかったが、設置管理許
可による施設の整備、指定管理者制度による管理運営が想定された。

下土狩駅周辺の整備検討にあたり、下記の調査を実施した。

●下土狩駅利用状況調査 ●各種統計データの整理・分析

長泉町は、交通アクセスに優れており、企業の進出や地域振興策等により9年連続で地価が上昇し、2030年まで人口
の増加が見込まれるなど、着実な発展を続けている。また、富士山が眺望できる市街地の滝として注目されている鮎壺の
滝が世界ジオパークに認定され、観光客が増加している。下土狩駅周辺は立地適正化計画において、中心拠点として都市
機能を誘導する区域に定めており、下土狩駅が三島駅（三島市）に近い利点等を活かしながら、駅周辺のにぎわいづくり
と歩いて楽しいまちづくりを進める必要がある。このようなことから、民間事業者による公園内での観光交流拠点等とし
てのアンテナショップの整備やレンタサイクル事業等の活動と連携して、増加する住民と観光客に対応する鮎壺公園の整
備、下土狩駅からの動線における歩行空間等の整備や下土狩駅の交通結節点機能の強化を検討するため必要な調査をする。

２．調査内容

①公園整備の検討（概略設計等）

②駅前広場の活用、アクセス道路の再整備等の検討（現
況調査、整備計画等）

③公園の整備・管理運営に係るPPP/PFI導入可能性検討

各種調査結果をもとに、鮎壺公園への動線、三島駅からのア
クセス、にぎわいと歩いて楽しいまちづくりを目指す下土狩駅
周辺の整備計画を作成した。

各種調査結果をもとに、鮎壺公園に求めら
れる機能等を整理し、整備基本方針、アクセ
ス動線、導入施設の検討を行い鮎壺公園の整
備計画を作成した。整備計画を基に、施設の
規模や配置、動線計画・ゾーニングを検討し
概略設計等を行い、平面図、鳥瞰図等の作成、
概算事業費を算出した。

①公園整備の検討

公園整備の検討にあたり、下記の調査を実施した。

●公園利用者ヒアリング調査
●地域住民アンケート調査
●地域住民、各種団体・企業等によるワークショップ
●サウンディング型市場調査（対象：民間事業者）
●与条件の整理・各種データ等の分析
●概略設計等

整備イメージ入口
桜・果樹園

芝生広場
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「ビワイチ」促進と連携した県営金亀公園（(仮称)彦根総合運動公園）整備のための検討調査

【H30-18】調査成果報告書の概要
【国費：2,386千円】【実施主体名：滋賀県】

１．調査の目的・必要性
本業務は、（県営）金亀公園（（仮称）彦根総合運動公園）において、国

スポ・障スポ大会開催を契機として魅力的な公園サービスの提供を図るため、
県で整備する公園（広場・駐車場等）と民間活力を導入した公園施設との一
体利用が効果的であることから、公園（広場・駐車場等）に係る需要調査及
び施設検討を行うとともに、管理・運営に係るPPP/PFIの導入可能性検討を
行う。

【H30年度】

３．調査成果

① 公園整備に係る需要調査、施設検討
○彦根城・ビワイチ関連団体、観光客へアンケート調査
・従前の県立彦根総合運動場は、利用・認知度が低い状況。
・飲食関係の施設へのニーズが大きく、高い需要が見込まれる。
・「地元の名産を楽しめる」他、休憩目的として期待する声も高い。
・自転車利用者は自転車関連施設（サイクルポート、自転車関連用品など）の期待が高い。

・民間活力導入において、①民間活力導入施
設利用者が利用可能な駐車場の確保、②民
間事業者の意向を受けた植栽や看板デザイ
ン等の検討 ③民間事業者の意向を受けた店
舗立地に対応することで導入の可能性が高
まることが確認できた。

○事業方式・施設導入案
・都市公園の施設整備について右記の事業実施
が想定される。公共の負担を軽減しつつ、賑
わい創出・地域活性化の施設導入目的から、
民間事業者の意向やノウハウを活かすことが
可能なP-PFI事業の活用が最適であると判断し
た。

【県営金亀公園に求める公園機能】
・周辺地域一体の賑わい創出や地域活性化の拠点とし
ての活用

・公共の負担軽減
⇒民間事業者のノウハウ等を活かした事業の導入

【評価項目】
■公共側から見た評価
・設計・建設コストの縮減可能性
・維持管理・運営コストの縮減可能性
■民間事業者側から見た評価
・付帯サービスの自由度
・収益性の担保

P-PFI（公募設置管理制度）を選定

図 事業方式の抽出フロー

彦根城を借景とした

飲食・物販施設イメージ

公園利用者にも開かれた駐車場
の例（名古屋市名城公園）

公園と一体的な整備を行っている
飲食店の例（大津市なぎさ公園）

サイクリストの交流・情報拠点となる
ビワイチサポート施設イメージ

パンク修理などのサポートの例
出典:しまなみ島走レスキューHP

駐輪施設（自転車スタンド）の例

【施設導入案】
・公園の利用促進を図るP-PFI事
業を活用した施設として、需要調
査による要望が高い飲食・物販施
設及びビワイチサポート施設（サ
イクリストの支援）の導入を想定
される。

・飲食・物販施設は、施設利用の
促進を図るため、彦根城の眺望や
周辺道路からの視認性が高い園内
の県道に近い立地とする。

・ビワイチサポート施設は、サイ
クリストが立ち寄りやすい県道付
近の立地とし、駐輪場を具備した
施設とする。

・規模は他の公園施設の利用を阻
害しない程度とし、広場等でのイ
ベントの実施など、公園施設との
連携を図る。

２．調査内容
①公園整備に係る需要調査、施設検討：彦根城や「ビワイチ」関連団体等へのアンケート
調査の実施。県営金亀公園における施設需要の整理・取りまとめ、および公園施設の検討。

②管理運営に係る民間活力導入検討：民間事業者を対象にした参加意向の把握やニーズの
掘り起しを行うためのアンケート調査、都市公園に進出する可能性があると考えられる民
間事業者からの聞き取り調査。結果を基に、適用可能と考えられる最適な事業方式を選定
した上での事業の実現性、公園及び周辺との実現性の観点から、施設導入案として民間事
業が整備・運営する施設や範囲の提案。

② 管理運営に係る民間活力導入検討
○アンケート調査、聞き取り調査
・県営金亀公園への事業参入について、「参入の興味あり」の回答が24％、条件次第が
47％と、高い関心が示された。

４．基盤整備の見込み・今後の課題
・今年度の検討結果を用いて2022年度末までの供用開始をめざし、公募条件の
設定に係る事業者との対話（説明会の開催・サウンディング調査の実施）や、
民間事業者の公募や選定委員会の設置などを実施する。
・サウンディング調査において把握される事業者からの提案事項を踏まえ、事業
スキームを設定し、事業スキームの運営に必要となる条件等の設定を行うなど
の検討が必要となる。

○必要な施設検討
・アンケート調査等を踏まえ、公園の利用形態（交流拠点又はスポーツ拠点）ごとに駐車
場の必要台数を設定し、配置案の検討を行った。今後は、歩行者と車両が交差しない動
線の確保など、民間施設の配置を決定する際に詳細な検討が必要。



３．調査成果

御前崎港における大型クルーズ客船誘致による賑わい創出のための基盤整備検討調査

【H30-19】調査成果報告書の概要
【国費：15,000千円】【実施主体名：静岡県】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容

【H30年度】

御前崎港では、民間事業者によるクルーズ船誘致活動や歓迎・オプショナルツアーの実施など
クルーズ船受入環境を強化し、御前崎港及び周辺地域の更なる振興・賑わい創出を図ることとし
ている。このため、大型クルーズ船の安全な入出港及び係留のための施設整備が必要であること
から、入出港シミュレーション調査及び施設設計を実施する。また、大型クルーズ船が接岸する
埠頭は、物流と兼用であることから、旅客が岸壁エプロンや荷捌地等を安全に利用するため、施
設改良の検討を行う。
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①大型クルーズ船受入のための航行安全対策の検討
・入出港シミュレーション
・係留施設整備の検討および設計

②大型クルーズ船受入れに必要な港湾施設整備の検討
・エプロン等の安全利用のための施設配置計画

○入出港シミュレーション
有識者及び関係機関からなる「御

前崎港大型客船航行安全検討委員
会」においてビジュアル操船シミュ
レーションを行い、西ふ頭1号・2
号岸壁に大型クルーズ船（14万GT
級）の接岸が可能であることを確認
し、入出港の運用基準を設定した。

大型クルーズ船寄港時のニーズに基づいて、埠頭内にお
ける旅客及びバス動線、歓迎イベント時の配置検討を実施
した。貨物、旅客、バス等のゾーン二ングを明確化するた
め、フェンス等の施設配置図を作成した。

入港シミュレーション

本調査結果に基づいて、既設の係船柱にて係留可能なクルーズ船の受入れを2019年度から開始し、速やかに施設整備を行い、2021年度の開港
50周年に合わせた大型クルーズ船の寄港に備える。

クルーズ船受入れ時の配置計画

フェンス設置歩行エリア舗装改修

本部・音響・観光案内おもてなしエリア

大型バス駐車場

シャトルバスタクシー

税関

トイレ

①大型クルーズ船受入のための航行安全対策検討 ②大型クルーズ船受入れに必要な施設整備検討

○係留施設整備の検討および設計
係留施設の安全性を評価するため、防舷材、係船柱の規格、配置の妥当性を検

討した結果、既設防舷材は接岸速度9.1cm/secを満足していたが、係船柱は新
たに増設が必要となった。
係船柱の規格：1,500kN型
係船柱の増設位置：バース法線から31.9m離れた位置に直柱１基

対象船舶の運用基準

○配置基本計画
送迎バスの駐機場（大型バス50台）、タクシー等の駐車
場、税関テント、可動式フェンス、歓迎セレモニース
ペース、事務局本部他（関係者用仮設トイレ、夜間照
明）、利用客3,000人を想定

クルーズ船の係留計画図と新設する係船柱の配置

対象船舶 14万GT級客船(2軸2舵・船首尾スラスター装備船)

ＵＫＣ 最大喫水に対して10%以上の余裕水深を確保

風速 平均風速10m/sec以下

波高 港外波高 2m以下

接岸速度 9cm/sec以下

曳船 3,000馬力以上曳船1隻以上

回頭位置 対象岸壁北東側の2L(Lは対象船舶の全長)が確保できる水域

着岸舷
気象・海象条件、本船からの要望等を踏まえた上、船長、水先人
及び関係者が、都度、協議の上、選定する。

入出港
時間帯

気象・海象条件、本船からの要望等を踏まえた上、船長、水先人
及び関係者が、都度、協議の上、選定する。

※1 対象岸壁に近い西ふ頭3～5号のジブクレーン上部に設置されている風速計を参考とする。

※2 曳船は、進路警戒船として配置するとともに、緊急事態に備える。



３．調査成果
①バスターミナルの機能・規模の調査・検討

②道路拡幅に係る調査・検討

「（仮称）新盛岡バスセンター」整備による中心市街地活性化のための基盤整備に係る検討調査

【H30-20】調査成果報告書の概要
【国費：4,871千円】【実施主体名：盛岡市】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容
①バスターミナルの概略設計に係る調査・検討

②道路拡幅の概略設計に係る調査・検討

旧盛岡バスセンターの廃止を受け，機能を限定した仮説乗降所を設置して，ターミナル機能を維持している状況であり，
地域のにぎわいを創出するためには，早期に新たなバスセンターを整備することが求められている。新たなバスセンターは
公民の連携により，にぎわい機能は民間が担い，バスターミナル機能は市が公共施設として整備する方針であり，観光，商
業施設等の民間収益施設と一体的にバスターミナルを整備し，事業効果の最大化を図る必要性がある。
また，新盛岡バスセンターには，バスターミナルとともに自転車駐車場，民間収益施設等が整備される予定であり，新盛

岡バスセンターにアクセスするバス，自転車，歩行者の交通を円滑に誘導する必要がある。新盛岡バスセンター予定地は，
交差点部に位置しており，当該交差点は約1,600台/日の路線バスが通行しているほか，多くの自転車や歩行者が行き交う
交通の要衝でありながら，路肩幅員は0.5mと狭く，また，歩道幅員も2.5mと狭い区間があることから，新盛岡バスセン
ターを有効に機能させるため，同施設の整備と合わせて路肩及び歩道部分の拡幅を検討する必要がある。

バスターミナルの機能・規模について，バス事業者，バス協会，関係行政機関等と協議を重ねながら調査・検討を行った。
また，規模の妥当性について「バス時刻表に基づくシミュレーション」「駅前広場面積算定の考え方」により調査した。

(１) バスターミナル機能確保の方針（運行形態，機能確保）
・高速バスを含めて従前の運行形態を基本とする。
・整備後に実際に乗り入れる路線は別途バス事業者と調整する。

(2)発着施設等の設計条件
・ターミナルは，平行式を基本とする。
・バース数は，５バースを基本とする。
・バス待機台数は，20台を基本とする。
・待合所は，50～60人程度の収容を想定する。
・券売所を設ける。

整備の前提となる敷地条件
・敷地条件 市有地（旧バスセンター敷地及びアレ・ヴェール敷地）

民地（バス待機所）
・必要機能 バス乗降所，バス待機所，待合所，運転士休憩室，券

売所
①バスセンター②アレ・ヴェール：市所有 ③④待機所：民間所有

※用途地域：商業地域（準防火地域）
※容積率：①②600%，③④400%
※建ぺい率：80%

バスターミナルを適正な機能・規模のもとで整備するため，バスバースの適正配置，バスターミナルの管理
運営体制等について検討する。また，整備に当たっての財源を確保するため，都市再生整備事業を策定し，
補助要件を確認することが今後の課題となっているため，早急に施設設備の概要を整理し国・県・関係機関
と協議を行う。供用開始は，2021年度を目指している。

・バスターミナルの需要を予測するために必要な調査，バスターミナル
機能の検討に必要となる調査
・ターミナルスペック，付帯機能（民間収益施設）を含めた関係施設の
配置，動線の検討，概略設計，概算事業費の算出
・バスターミナルに係る整備効果の検討

・周辺道路の拡幅に係る概略設計を行うために必要な調査
・調査結果に基づき，幅員構成等の検討，概略設計，概算事業費の算出
・道路拡幅に係る整備効果の検討

バス事業者から現在のバス運行の実情を聴取しながら，周辺道路の図面にバスの最低回転半径9ｍ・12mの軌跡を描
き，適正なバス運行が可能な状況とするための道路拡幅及び交差点改良について調査検討した。道路拡幅に伴う交差点
改良等については，公安協議を行い基本的な方向性について了承を得た。
また，客観的データを収集するため，周辺交差点の交通量調査を実施した。

・国道106号は，1mセットバックする。
・市道中ノ橋通若園町線は，0.5mセットバックする。
・敷地側の隅切は，5.0mを確保する。
※セットバックの考え方については，
「バスターミナル配置計画図」のとおり。

◆ （仮称）新盛岡バスセンター整備事業に見込まれる整備効果
行政が整備するバスターミナル部分の「交通機能」と民間が整備する
建築部分の「にぎわい機能」が，公民連携事業によって河南地区のに
ぎわい創出，中心市街地の活性化につながる。また，並行して市が取
り組む他の公民連携事業との連携を図ることで，質の高いサービス提
供や財政負担の軽減等により，持続可能なまちづくりの実現が見込ま
れる。

【H30年度】

国道106号

■バスターミナルの標準断面図

■バスターミナル配置計画図 ■イメージパース

イメージパース
のアングル

国道106号 セットバック
1.0ｍ

セットバック
0.5ｍ

隅切り
5.0ｍ

駐輪場

バスバース
5箇所

バスターミナル

待機所

待機所

■整備効果の概念図



３．調査成果

邑南町「道の駅瑞穂」における広域ネットワーク拠点整備検討調査

【H30-21】調査成果報告書の概要
【国費：6,102千円】【実施主体名：邑南町】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容
①駐車場、休憩施設、地域交流施設、屋外広場の需要予測
必要な駐車台数や各施設の必要面積の算定。

②アクセス道路の検討、各施設の配置検討
道の駅へのアクセス道路と施設配置の検討。

③駐車場、地域交流施設等のPPP/PFI導入可能性検討
PPP/PFI導入の適性について、総合的な判断の実施。

【H30年度】

• 平成5年に整備された「道の駅瑞穂」は、広島方面からの玄関口として、賑わいを見せる拠点
であるが、駐車場やアクセス道路が狭く、来場者の快適性の向上が求められている。

• 平成30年３月には、「１２地区とつなぐ「道の駅」構想」が策定され、民間による町内12
地区を訪れる観光ツアー企画や産直市の新規出荷者育成等の動きと連携して、広島都市圏や
町外と町内１２地区のゲートウェイ機能を担う広域ネットワーク拠点として道の駅を再整備
し、賑わいを町内１２地区へ波及させるとともに、定住人口、交流人口の増加を図るため、
官民連携による基盤整備の調査を行う。

小型車用 50台

身体障害者用 2台

EV車用 1台

自動二輪車用 10台

計 63台

産直スペース 750㎡

地域交流施設 300㎡

飲食施設 200㎡

交通情報発信施設 140㎡

トイレ 110㎡

ATM 50㎡

バス待合 50㎡

計 1,600㎡

②アクセス道路の検討、各施設の配置検討
• 道の駅への出入りを交差点のみに集約し、車線を確保し、
アクセス道路の車線の拡幅を行う。

• ①で算出した各施設の需要予測や平成30年3月に策定した
「12地区をつなぐ「道の駅」構想」を元に各施設の内容を
想定し、それぞれの機能動線により配置案の作成を行った。

表3 ＶＦＭの試算結果

表１ 各施設需要予測

①駐車場、休憩施設、地域交流施設、屋外広場の需要予測
実態調査や各種資料により、現状交通量における需要の把握を

実施し、必要面積の割り出しを行った結果右表のとおりである。

③駐車場、地域交流施設等のPPP/PFI導入可能性調査
事業収支を想定し民設民営（PFI方式－BTO方式）として、

ＡとＢのパターンでVFM試算検討を行い、これらに対して今
後の検討課題の洗い出しを行った。
Ａ：収益性の見込める部分だけを建設･管理運営するケース
Ｂ：施設全体を建設･管理運営するケース

• アクセス道路については、拡幅に伴い交差点改良の必要性があるため、関係機関と調整を行い、道の駅のアクセス機能を十分果たす進入路の整備を行う。
• 道の駅・駅長や民間事業者の提案を盛込んだ事業スキームを確立し、民間活力を活用する事業手法を選択することが重要である。
• 上図のとおり、2019年度～ 2020年度に設計段階に入り、 2021年度以降段階的に工事を行い、営業は継続する。

表２ 駐車場台数

Ａ Ｂ

PSC（現在価値） 87,891千円 223,601千円

PFI-LCC（現在価値） 77,717千円 185,153千円

VFM（財政負担削減額） 10,174千円 38,448千円

VFM（財政削減率） 11.58％ 17.19％ 図 建物のイメージ（ひるの景） 図 建物のイメージ（冬のよるの景）

図 施設の配置案



４．基盤整備の見込み・今後の課題

本事業において作成したエリアのグランドデザインの中で、於曽公園へのアクセス道工事については２０１９年度から２か年で事業認可取得、２０２１年度に工事
着手する予定である。公園の整備・管理運営については事業者公募を２０１９年度から着手し、アクセス道施工と同時に整備工事着手する予定である。課題について
は、冬季閑散期においてのツアープラン構築を含めた集客方策が必要と考えている。

３．調査成果
①交通量調査、公園整備に係る需要調査

②アクセス道路概略設計

③公園及び古民家改修の概略設計

④公園整備・管理運営のPPP/PFI導入可能性検討調査

JR塩山駅周辺地区における地域活性化のための基盤整備検討調査

【H30-22】調査成果報告書の概要
【国費：5,000千円】【実施主体名：甲州市】

１．調査の目的・必要性 ２．調査内容

①交通量調査、公園整備に係る需要調査

②アクセス道路概略設計

③公園及び古民家改修の概略設計

④公園整備・管理運営のPPP/PFI導入

可能性検討調査

「塩山駅」は首都圏から甲府盆地に入り最初の特急停車駅であり東の玄関口であります。平成２９年５月からJRクルーズトレイ
ン「トランスウィート四季島の停車駅に選定されるとともに、「首都圏広域地方計画」中の「大観光時代に対応した基礎的観光力
向上プロジェクト」内「TOKYO＆AROUND TOKYO」事業においてもワイン・果樹・歴史文化財等を観光コンテンツとした
「広域観光拠点地区」に位置づけられ、来訪者の増加に対応する駅周辺の基盤整備が急務となり、今年度から駅前ロータリーの整
備に着手したところである。
上記の状況により、塩山駅周辺においては駅前の活性化及び新しいツアーサービスに向けた民間事業者による観光情報提供拠点
整備やバス路線の再編等の取組に合わせ、その中枢である塩山駅から於曽公園までのアクセス道及び公園整備の概略設計を実施す
るとともに、公園に隣接する古民家のリノベーション事業を含めた公園全体の整備・管理運営におけるＰＰＰ/ＰＦＩの導入可能性
検討を実施する。

自動車交通量は、駅の東西方向の交通量に比べて、南北方向は少なく10分の1以下であり、平日の方が
交通量が多い。
駅周辺の歩行者量は全体的に少ない。於曽公園方向へは朝晩の通勤・通学者の歩行が主であり、平日の方

が交通量が多い。

公園整備及び管理運営において、民間活力を活かした事業方式の導入の可能性について、「従来方式」
「DBO方式」「PFI方式」「Park-PFI方式」の４つの方式を比較検討した結果、「Park-PFI方式」によ
る整備を行うこととした。

【H30年度】

塩 山 駅

現在実施中事業
都市再生整備計画事業
南口ロータリー整備

（2018年度から2022年度）

於曽公園

アクセス道路

塩山駅南口ロータリーから於曽公園までの道路概略設計を実施（Ｌ＝２５０ｍ）。
道路西側に緑地帯を整備（右側鳥瞰図参照）し、於曽公園までのアクセス経路をより魅力的なものにした。

■古民家

・於曽公園に近接する古民家を活かした整備を行う。心地よいサードプレイス、そして人を集める仕掛けとして、地
域や観光情報を入手できる情報スペース、地域住民や食イベント等に利用できる共同キッチンと作業スペース、集
会や休憩に利用できる和室やのんびりと休憩できる縁側などを計画した。
■於曽公園
・於曽公園は約5000㎡の街区公園であり、園内には土塁や天然樹木など歴史文化的要素を有する公園。園内は
バリアフリー整備済みである。都市計画道路の整備に伴う公園エントランスの改修、於曽公園と古民家をつなぐデッ
キ階段の整備などを計画した。

図-1 於曽公園、アクセス道路の鳥瞰図

古民家改修



３．調査成果
①公園及び道路整備、用地造成に係る需要予測、概略設計、整備効果検討
○高台整備候補の検討

須崎市における高台整備による地域活性化のための基盤整備検討調査

【H30-23】調査成果報告書の概要
【国費：5,994千円】【実施主体名：須崎市】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容
須崎市では、「須崎市高台等移転検討会」を設立し、高台移転についての課題や方針の検討を行って

おり、観光振興および地震・津波からの避難者を受け入れられる体制づくりを可能とするため、地域の
シンボルになりうる高台の公園の整備や地域の活性化・定住促進を図るため、公共公益的施設整備に係
る用地造成・道路の整備が必要となっている。
本調査は、民間事業者による高台への医療施設や宅地の整備と合わせて、高台整備に係る需要予測や

ゾーニング作成等を行い、その実効性を整理するとともに、官民連携手法の導入可能性の検討を行う。

【H30年度】

市内外の民間事業者（計29法人）に対して、災害に対する懸念事項や高台造成及び高台移転に関す
る意見、官民連携の可能性、今後の課題などをヒアリング調査した。結果としては、高台造成及び高
台移転を望む声が大半であるということ、民間の資金力だけでは厳しいということ、本事業をすぐに
でも着手して欲しいということが主な意見であり、各業種からも、それぞれの目線から意見があった。
それらの結果を踏まえて、本調査では多ノ郷エリアと市役所後背地エリアを有力な検討候補地とし

て、各エリア２案ずつサンプルのゾーニングイメージを作成し、具体的な検討を進めた。結果、どち
らのエリアもメリット及びデメリットがある中で、学校区の視点、宅地ニーズの視点、道路とのつな
がりの視点、将来的なまちづくりの考え方の視点から、多ノ郷エリアを有力検討候補地とし、今後さ
らに具体的なゾーニングの検討を行うこととした。（右のA案・B案がゾーニングイメージ図）

②公園整備・管理運営及び用地造成に係るPPP/PFI導入可能性検討
○本事業における達成目標

①公園及び道路整備、用地造成に係る需要予測、概略設計、
整備効果検討：主に民間事業者ヒアリング及びゾーニング
作成による検討、定量及び定性面の検討等

②公園整備・管理運営及び用地造成に係るPPP/PFI導入可能
性検討：事業範囲を踏まえ、想定されるリスク及び事業手
法・事業スキームの検討、今後の課題と展望の検討等

（１）観光振興及び地震・津波からの避難者を受け入れられる公
園整備

（２）定住促進を図るための宅地整備
（３）公共公益施設としての医療機関の移転
（４）公共公益施設としてのハローワークなどの公的機関の移転
（※これらの機関は国や県との関係があるため、要調整）
（５）地域の活性化や雇用促進のための企業・団体の移転や進出
（６）それらの施設を繋ぐ道路整備

○本事業の事業範囲案

2019年度から2020年度にゾーニングの地元合意形成を図り、並行して2022年度までに基本設計・実施設計を行い、2023年度の工事着手を目指す。
今後の課題及び展望としては、長期間に及ぶ大規模な事業のため、財政的課題を念頭に、庁内の推進体制の構築、そして市民との丁寧な合意形成プロセスをいかに構築するか、官

民連携による民間活力の導入や地域の事業者の協力を得るためにはどのような民間事業者との連携プロセスを構築できるかということについて、さらには高台整備に伴い、既存の低
地部市街地についても共に活性化するよう検討していくべきであるということが挙げられる。

A案 Ｂ案

【各用途別想定面積】
●公園：10ha…広域避難地機能、仮設住宅も想定している。
※熊本地震最大規模の応急仮設団地（益城町８ha/510戸/1500人）等の役割も担う。

●医療・福祉：５ha…現在高台移転候補となっている医療機
関の希望面積を含む想定面積である。
●公的機関：0.4ha…市内の予想浸水区域に立地している労
働基準監督署、ハローワーク等の移転の場合を想定している。
●住宅地：３～５ha…道路を含めた宅地面積として想定して
いる。

公園：防災機能・仮設住
宅建設等

公的機関：労基、ハロー
ワーク等

道路（新規）

道路（既存）

新たな街の流れ

公園：防災機能・仮設住
宅建設等

公的機関：労基、ハロー
ワーク等
新たな街の流れ

道路（新規）
道路（既存）

住宅地

医療・福祉

住宅地

医療・福祉



横須賀港久里浜地区における観光振興等のための基盤整備検討調査

【H30-24】調査成果報告書の概要
【国費：3,051千円】【実施主体名：横須賀市】

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容

①大型フェリー等の寄港に必要な係留施設整備の設計検討
②駐車場などの旅客の利便性、快適性の向上に必要な施設の規模、
配置の検討と概略設計及び概略事業費の算定

③事業化に向けた費用対効果分析

対象船型
総トン数：16810トン
全長：224.82ｍ
全幅：26.0ｍ
喫水：7.4ｍ

本調査で検討した基盤整備については大型フェリー等の寄港を前提としており、今後のポートセールス、航路開設の動きに合わせて必要な基盤整備
を実施していく。駐車場等の施設についてもふ頭用地が限られているため、施設の規模・配置に関しては、バランスを考慮して検討する必要がある。

【H30年度】

①大型フェリー等の寄港に必要な係留施設整備の検討 ②駐車場などの旅客の利便性、快適性向上に必要
な施設規模、配置の検討

(1)需要検討
既存の大島行き、小笠原行き、金谷行き航路や今後開

設の可能性のある観光航路について各船社にヒアリング
を行い、今後の需要見込みから駐車場などの必要施設の
規模について検討を行った。
(2)駐車場、その他必要施設の規模
便数や利用者数から既存の大島航路の利用者を対象と

すると、駐車場必要面積は1800㎡、概算事業費は700
万円程度となった。
その他必要な施設として、旅客の待合施設や、売店、

飲食施設、事務所機能、トイレ、雨天対応通路などが挙
げられるが、事業推進にあたっては、既存の施設等との
兼ね合いや民間事業者の意向なども踏まえて、これらを
組み合わせて検討した。

３．調査成果

③費用対効果分析

①に係る費用対効果については、実際に
フェリーが寄港する場合、係留に必要な岸壁
付帯施設だけでなく、車両置き場や車路など、
フェリーターミナルとしての整備が必要とな
るため、それらも含めて一つのプロジェクト
と考えた。
便益をフェリー就航に係る輸送・移動コス

トの削減をとして算定した。
⇒フェリーターミナル整備のＢ/Ｃ≒1.22

②に係る費用対効果について、同様に駐車
場その他旅客ターミナルの整備による移動コ
スト削減を便益として算定した。
⇒旅客ターミナル整備のＢ/Ｃ≒1.44
（駐車場整備のみのＢ/Ｃ≒2.42）

事業着手にあたっては①、②それぞれ進め
るのではなく、用地が限られている中で、久
里浜地区全体としての利用計画、施設配置の
バランスを含めた事業計画を立てることとな
るため、全体の便益は以下のとおり。
⇒①+②全体整備のＢ/Ｃ≒1.24

今後の航路開設を見据えて必要な検討を行った。
久里浜1号岸壁に対象船舶を係留させるためには、係船柱の改修や増

設、フェリー用防舷材の新設を要するが、既存施設の活用の可能性も確
認した上で、配置や構造について検討し、700KN係船曲柱６基、フェ
リー用TTV型防舷材７基の整備が必要であるとの結果であった。

係船曲柱（新設）

防舷材（新設）

１．調査の目的・必要性
横須賀港久里浜地区を中心とした海上交通の拠点形成に向けて、必要な

施設等の整備を進めるため、海上交通の需要や使用される船舶の規模を踏
まえた施設の規模・配置や事業効果について調査・検討する。
また、大型のフェリー等が安全に入出港するために必要な係留施設整備

について検討する。



３．調査成果

御所野遺跡を核とした道の駅整備検討に係る検討調査

【H30-25】調査成果報告書の概要
【国費：8,478千円】【実施主体名：一戸町】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容
世界遺産登録を目指す御所野遺跡の近隣に道の駅を整備することにより、

当町の観光振興は言うまでもなく、近隣市町村や縄文遺跡群の構成市町村、
岩手県内の他の世界遺産などを巡る周遊観光の拠点となることが期待できる。

今回の調査は、道の駅事業の効果・効率を最大限に高めるため、民間事業
者による地場産品販売所の設置やバス停留所の整備等の活動と一体となった
施設の整備や運営について、当町において実現可能なスキームを組み立てる
ことを目的として実施する。

実地調査と敷地分析などから条件整理を行い、道の駅基本計画と概略設計
の基本的仕様の検討を行った。整備コンセプトとして、「歴史の駅」とし
て位置づけし、「時間軸を感じ、かつ未来への展望を感じ取れるストー
リーに昇華させていく」視点で整理を行った。

一戸町の未来拠点 ～縄文から未来へ～
世界遺産を舞台に、未来へ羽ばたく拠点施設となる「道の駅」
自然と新しい《観光・産業・人材・エネルギー》を体感できる場、
発展する「道の駅」

【H30年度】

PFI事業の実績を有する事業者や、飲食･物販などの類似施設の地元事業者に
アンケートを行い、本事業スキームや費用削減率、参画意向等を調査した。
アンケート結果によるVFM算定では、従来手法の指定管理方式よりマイナ
スの結果となった。

基盤整備の見込みとしては、2019年に道の駅基本計画の公表と道の駅整備予定地周辺の敷地調査、運営者の検討を行う予定である。また、2020年から2022年に施設の基本・実
施設計、造成工事を行い、2023年から2024年に道の駅建設を予定している。
今後の課題としては、道の駅の整備、運営について関係者や関係機関との協議、調整していくことが必要である。また、世界遺産登録となったあかつきには、それに伴う観光客増加

と道の駅整備が連動し、民間事業者の投資意欲を最大限に高められるよう、協議、調整時間を短縮し、事業を円滑に進めていく事が課題となっている。道の駅整備検討委員会において
も、御所野遺跡の世界遺産登録に合わせ、道の駅が開業するよう事業化を早急に進めるべきとの意見が出された。

歩行者動線

図1 道の駅計画図 図2 施設全体のイメージパース

既存擁壁を撤去し、国道からの
視認性・アクセス性を向上

機能 施設 規模

休 憩
トイレ 120㎡

駐車場 計 45台

情報発信 道路情報・緊急医療情報 140㎡

地域振興
観光情報PR、産直、物販・飲
食施設、防災備蓄倉庫等

1,640㎡

駐車場 計 51台

表1 想定する導入機能/施設規模 可能性調査結果

事業

方式

・施設所有：公共

・維持管理･運営：指定管理方式

事業

形態

地域振興施設の飲食･物販などの料金収入

に加えて、町が指定管理者に指定管理料

を支払うジョイント・ベンチャー型

事業

期間
３～５年毎に見直し

表2 本事業で想定される事業スキーム

（１）道の駅基本計画検討及び概略設計

① 施設の仕様・概略設計
② 事業スキームの整理
③ 導入機能などモデルプラン構築
④ 概略設計図、概略事業費
⑤ 維持管理運営費検討
⑥ 運営主体の検討

⑦ 基本計画の策定

（２）地域交流施設、多目的広場、駐車場の管理運営などの

PPP/PFI導入可能性検討調査
① PPP／PFIの導入手法の整理
② VFM算定
③ 事業者選定に係る情報集積
④ 民間事業者へのヒアリング調査

⑤ 公民連携事業にとって最適な事業手法の検討

（１）道の駅基本計画検討及び概略設計
○基本計画検討及び概略設計

○導入機能などモデルプラン構築、概略設計図

道の駅整備に係る検討委員会での意見聴取では、道路と敷地の高さをフ
ラットに整備し、道路から施設のにぎわいが見える、視認性高い配置のプラ
ンを評価する意見が多くあげられ、道の駅の計画図と施設全体イメージパー
スは図１・２のとおりとなった。なお、機能ごとの施設と規模は、表１を想
定した。事業費や運営主体などは、引き続き検討を進め、最適な事業スキー
ムを決定する。

（２）地域交流施設、多目的広場、駐車場の管理運営などのPPP／PFIの導入
可能性検討調査



３．調査成果
①駐車場、情報発信施設、地域交流施設、広場、アクセス
道路の検討、各施設の配置検討、概略設計及び環境調査・需要調査

②駐車場、情報発信施設、地域交流施設、広場、アクセス道路の
PPP/PFI導入検討調査

山中湖村における新たな道の駅整備による観光拠点形成のための基盤整備検討調査

【H30-26】調査成果報告書の概要
【国費：7,020千円】【実施主体名：山中湖村】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

山中湖村では、村の魅力を発信し、村内生産物をPRするとともに販売の場となる施設が求
められており、民間事業者による観光客向けのイベントや宿泊施設の建設等の活動と合わせて
検討する必要がある。
観光拠点形成のための基盤の整備の事業化に向け、交通量や観光入込客数、アンケート等需

要調査、環境調査を実施するとともに、施設規模の検討を行う必要がある。
これらを踏まえ、基盤整備にかかる概略設計を実施するとともに、PPP/PFIの導入につい

て検討を行う。

地域の特性に応じた道の駅整備を行うため、基本条件の整理、交通網調査、周辺観光資源の分布状
況の調査に加え、道の駅のニーズに関するアンケート調査を行った。アンケート調査はインターネッ
ト調査で行い、東京都、神奈川県、静岡県、埼玉県、長野県、千葉県、愛知県、山中湖村を除く山梨
県在住者を調査範囲とし、「山中湖村を訪れたことがあること」を条件に調査を行った。アンケート
調査結果で見られた傾向は以下の通り。
・山中湖村を訪れて満足だった点は「自然に関すること」、不満だった点は「交通に関すること」
の回答が多かった

・道の駅に求める機能として販売機能、休憩機能、飲食機能に加え、温泉・足湯のニーズが高かっ
た

・道の駅に求めるイベントとして「食」のイベント、「物販」のイベントのニーズが高かった

2019年度に実施設計（建築・造園土木）ならびに各種許可申請手続きを行い、完了した時点で造成工事を着工する。造成工事が概成した時点で、建築工事と外構工事を実施し、
2020年9月に基盤整備の完成を目指す。

【H30年度】

コンセプトを「自然と文化のショーケース」として設定し、山中湖村の自然、文化、連携に寄与する道の
駅の整備を目指すこととした。導入機能としては観光案内機能、情報発信機能、連携を促進させる機能、交
通結束機能などを導入することとし、導入施設とその施設規模に関する検討結果は右表の通りである。
建物と駐車場の規模を基に、土地形状、人・車両の動線、経済性、景観性などを考慮し、ゾーニングを比

較検討した上で配置計画を行った。配置計画は右図の通りである。配置計画では比較的起伏が少なくまと
まった土地が確保可能なエリアに大型駐車場と普通車駐車場を整備することとし、その駐車場からアクセス
しやすい位置に建物を配置した。

山中湖村の現状、整備地の制約条件などを前提とし、道の駅で考え得る事業手法を民間ノウハウの発揮予
知、事業の安定性、コストの観点から比較検討を行った。比較検討の結果、PFI（BTO）方式により道の駅
を整備することとした。需要予測に関しては年間93万人の入込客数、8億3千万円の消費額が望めることを
推計した。イニシャルコスト（整備費）やランニングコスト（維持管理費、諸経費）などの支出と、需要予
測を基に設定した利用料による収入などで収支算定を行い、PFI事業の妥当性と採算性を検討した。

アンケート調査結果
（山中湖の道の駅に求める機能【山中湖村に訪れたことがある回答者】）

導入施設と施設規模

施設の配置計画

施設名 施設規模 

トイレ 170 ㎡ 
男（小）：15 穴 
男（大）：5 穴 
女：15 穴 

情報発信施設 140 ㎡ 

物販施設① 170 ㎡ 

物販施設② 170 ㎡ 

飲食施設 500 ㎡ 

体験・加工施設 240 ㎡ 

駐車場 5220 ㎡ 
小型車ます：124 台 
大型車ます：15 台 
身障者駐車ます：2 台 

２．調査内容

①駐車場、情報発信施設、地域交流施設、広場、
アクセス道路の検討、各施設の配置検討、概略
設計及び環境調査・需要調査
②駐車場、情報発信施設、地域交流施設、広場、
アクセス道路のPPP/PFI導入検討調査
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周辺の観光情報を紹介する機能
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子供たちが遊べる機能
産業などが体験できる機能

宿泊できる機能
キャンプができる機能
ペットと遊べる機能

温泉や足湯に入れる機能
スポーツができる機能
イベントができる機能
景観を楽しめる機能

サイクリングの拠点となる機能
その他：

道の駅範囲

国道138号

トイレ

物販施設
① 物販施設

② 情報発信
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施設
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大型車10台
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３．調査成果

岩山南公園を活用した観光振興及び地域活性化のための基盤整備調査

【H29-10】調査成果報告書の概要
【国費：10,400千円】【実施主体名：盛岡市】

１．調査の目的・必要性

４．基盤整備の見込み・今後の課題

２．調査内容
①公園の基本計画検討

動物公園の基本計画（事業の目的、コンセプト（案）、デザイ
ン（ゾーニング、施設配置））の検討

②公園整備・運営に係るPPP/PFIの導入検討
動物公園の整備・運営に係るPPP/PFIの導入検討

動物公園を含むエリアに抱くイメージはネガティブなことが多く、エリアに民間投資を誘導できる環境が整っていない。動物公園再生事業においては、市が所有する老朽化の著しい動物園施設に市が投資することが必須であり、徐々に民
間投資誘導が図られることを想定している。また、動物公園が事業目的を達成して再生した後に、エリアへの投資が誘導できる環境が構築される。
・第１フェーズ（2018～2021年度） 公共による投資を行い民間が投資できる環境を構築（広場空間・園内周遊ルートの整備、樹木の間引き等の特定公園施設の改修、（仮称）盛岡市都市公園活用会社の設立）
・第２フェーズ（2020～2022年度） 公民連携で民間にとって事業リスクの低い投資を誘導（セミナーハウスリノベーション、レストランリノベーション、休憩テラスリノベーション、障がい者就労支援施設整備）
・第３フェーズ（2021年度以降） 民間による投資で事業目的の達成（保育園建設、教育事業の構築、宿泊施設整備）

【H29年度】

市の観光拠点かつ社会教育施設の一つである岩山南公園（以下「動物公園」という。）は、1989年に開園し、30周年を迎える
が、年々、入園者数は減少して収入は減少し、かつ、運営に係る人件費等は右肩上りで推移して市の財政負担は増加の一途を辿って
いる。また、動物公園内の施設は老朽化が目立ち、修繕費には多額の費用を要することが判明した。

そのため、市は抜本的な経営改善を行う必要があると判断し、民間と行政が連携して事業を推進する公民連携事業により、新たな
動物公園像を創出することとし、その際、公園内において飲食店や保育園、食品加工工場等を建設・運営したい意向のある民間事業
者と連携することで集客力向上を図り、観光振興とともに地域の活性化を目指すこととした。

本調査費では、現地調査やヒアリング等を踏まえ、動物公園の現状と課題を整理し、課題を解決するための適切な公園コンセプト
や連携する民間事業のコンテンツを検討し、公園のゾーニング計画や基盤施設配置、最適な事業手法の検討を行うことを目的とする。

①公園の基本計画検討
動物公園の現状と課題を整理し、再生に向けた適切なコンセプト（案）やデ

ザイン等の検討を行った。

事業計画（案）
(1) 事業の目的

ア 自立した運営の実現
民間が稼ぐことで、過度な公的支援に依存しない運営を目指す。

イ 行財政負担の軽減
市の財政負担を軽減し、健全な自治体経営に寄与する。

ウ 新たな社会教育施設としての役割をつくる
利用者の行動変容に繋がる教育事業等を構築し、新たな役割をつくる。

(2) コンセプト（案）
～ ～

動物公園がある岩山エリアは、人間の世界である盛岡市街地と動物の世界
である北上山地との境界に位置している。人と動物たちが、中間領域・境界
にあればこそ、互いを対等にいたわり合うことが出来る場となることを目指
し、非日常的な動物園ではなく、より日常的な動物公園として再生する。

(3) デザイン（ゾーニング、施設配置）〔右図参照〕
ア 課題

園路や動線が連続性のある物語に欠ける点が主な解題である。
イ ゾーニングの基本的な考え方

ストーリーのある４つのゾーンに分け、入口から終着点まで楽しさやワ
クワクが途切れることのない、歩いて楽しい都市公園を目指す。

ウ ゾーンの説明
(ｱ) プロローグ・エピローグ

ワクワク感の演出とアイキャッチのデザインで滞留できる空間とする。
(ｲ) 第一場「里山に生きる」

里山の自然を感じることのできる空間とする。
(ｳ) 第二場「高原の営み」

異国の雰囲気のある高原の牧草地をイメージした空間づくりをする。
(ｴ) 第三場「母なる大地」

非日常的で開放的なサバンナの草原を擬似植生などにより演出する。

②公園整備・運営に係るPPP/PFIの導入検討
事業者選定に係る情報収集及び動物公園再生事業にとって、最適な事業

手法の検討を行った。

市場性のある市の都市公園を、資産運用して事業利益の一部を都市公園
の維持管理に還元することを目指す（仮称）盛岡市都市公園活用会社（以
下「活用会社」という。）を新設し、縮退時代に合う市独自の都市公園経
営モデルとすることが最適と考える。

その活用会社に動物公園再生事業を推進させ、事業目的の達成を目指す
ことが望ましい。
【利点】
・スケールメリットを生かした経営が可能
・意思決定や事業実施にスピード感を持って取り組む
・様々な都市公園に触れることで職員のノウハウや能力の向上
・全国にない都市公園の運用モデル

図：収益施設の整備・運営ストラクチャー案

図：配置プラン（平面計画図）図：ゾーニング図

コンターラインに沿わせた
園内周回ルート（案）

ビューポイントとなる
広場空間の整備

樹木を間引き
眺望を確保

ウェルカム空間の演出

ビューポイントとなる
広場空間の整備

誘導的で憩えるエントランス空間
（外溝設計＋サイン工事）

里山との一体感の創出
（柵の撤去とガラス柵の設置等

樹木を間引き眺望を確保

「プロローグ・エピローグ」
エントランスの盛り上がりの創出
+インフォメーションの整理

第一場
「里山に生きる」
里山に入り込む感覚を体験

第二場
「高原の営み」

高原に生きる動物と人の営みと
芝生空間の開放感を感じさせる

第三場
「母なる大地」

物語のクライマックスとして、
落ち着いてサバンナを眺められる広場を整備



４．基盤整備の見込み・今後の課題
本調査において作成した、三浦市として最適な処理場、ポンプ場、管きょにおける維持管理及び改築更新計画を踏まえ、三浦市公共下水道事業の安定的な

経営を維持するため、コンセッション方式による事業開始を目指している。
また、コンセッション期間中の３施設の維持管理及び改築更新計画の作成により、民間事業者による事業スキームの明確化が図られ、処理場余剰地の有効活

用が期待できる。

３．調査成果
①処理場計画作成、②ポンプ場計画作成

③管きょ計画作成

三浦市公共下水道事業の安定的な経営維持のための基盤整備検討調査

【H29-29】調査成果報告書の概要
【国費：14,472千円】【実施主体名：三浦市】

１．調査の目的・必要性 ２．調査内容
① 処理場計画作成

② ポンプ場計画作成

③ 管きょ計画作成

三浦市では、公共下水道事業の安定的な経営を維持するため、コンセッション方式の導入を検討
してきたところである。
民間事業者からの事業提案を実現化するため、コンセッション方式導入検討の結果を踏まえ、処

理場、ポンプ場及び管きょの３施設を統合した総合的な優先順位付けを行い、事業の平準化を図る
必要がある。
また、３施設を統合した、三浦市として最適な維持管理及び改築更新計画を作成する必要がある。

ア 各施設の点検・調査及び修繕・改築に関する事業の目標（アウトカム）及び事業量の目標（ア
ウトプット）の設定は、膨大なストックの物理的・経年的劣化の進行による健全性の低下に
着目し行った。

イ 長期的な改築事業のシナリオ設定や点検・調査計画、さらに修繕・改築の優先順位等を設定す
るために、設備の劣化に起因する事故・故障といった計画的に対応できるリスクを特定し、施
設の重要度に基づく被害規模（影響度）及び発生確率（不具合の起こりやすさ）を検討し、リ
スク評価を行った結果、人命を守る観点から沈砂池ポンプ場、地下オイルタンクを優先する。

ウ 施設全体の概ねの改築周期と改築条件を整理し、改築の事業量と事業費を算出するため、長期
的な改築事業シナリオ設定について検討を行った結果、機能が確保されている段階の健全性
3.0を下回る年に修繕（長寿命化）を行うことで延命化し、健全性2.0まで低下した段階で改築
を行うシナリオ4（長寿命化案）が最適シナリオとなった。

エ 設定した最適シナリオでは、改築費が年間２億円未満に抑えられるとともに、比較的安定した
健全性を維持することができ、下水道施設を安全に運転することが可能となることがわかった。
この最適シナリオを踏まえ、維持管理及び改築更新計画を作成した。

東部浄化センターの維持管理及び改築更新計画の作成

【H29年度】

金田中継センターの維持管理及び改築更新計画の作成

管きょの維持管理及び改築更新計画の作成

図１. 改築更新計画

ア 集水面積、人口密度、地域特性、排水区分で被害規模の重み付けを行いリスク評価を行った。
イ 最適な改築シナリオを検討した結果、当面30年間はヒューム管を対象に緊急度Ⅰ及びⅡの管
路を改築するシナリオが最適となった。

ウ 設定した最適シナリオでは、ヒューム管を対象に緊急度の高い管路を優先して改築するため、
緊急度の推移において最適であるとともに、ヒューム管に対象を絞っているため、平均投資額
も比較的安価となることがわかった。この最適シナリオを踏まえ、維持管理及び改築更新計画
を作成した。


